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14

鋼材
(自動車用加工性熱間
圧延高張力鋼板)

‐
種類の記号及び適用
厚さ

日本工業標準調査会
「JIS　G 3114自動車用
加工性熱間圧延高張力
鋼板」

1

15

鋼材
(自動車用加工性熱間
圧延高張力鋼板)

‐ 化学成分

日本工業標準調査会
「JIS　G 3114自動車用
加工性熱間圧延高張力
鋼板」

2

16

鋼材
(自動車用加工性熱間
圧延高張力鋼板)

‐ 機械的性質

日本工業標準調査会
「JIS　G 3114自動車用
加工性熱間圧延高張力
鋼板」

2

17

鋼材
(自動車用加工性熱間
圧延高張力鋼板)

‐ 厚さの許容差

日本工業標準調査会
「JIS　G 3114自動車用
加工性熱間圧延高張力
鋼板」

3

18

鋼材
(自動車用加工性冷間
圧延高張力鋼板)

‐
種類の記号及び適用
厚さ

日本工業標準調査会
「JIS　G 3115自動車用
加工性冷間圧延高張力
鋼板」

1
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19

鋼材
(自動車用加工性冷間
圧延高張力鋼板)

‐ 機械的性質

日本工業標準調査会
「JIS　G 3115自動車用
加工性冷間圧延高張力
鋼板」

2

20

鋼材
(自動車用加工性冷間
圧延高張力鋼板)

‐ 厚さの許容差

日本工業標準調査会
「JIS　G 3115自動車用
加工性冷間圧延高張力
鋼板」

3

21

鋼材
(自動車用加工性冷間
圧延高張力鋼板)

‐ 幅の許容差

日本工業標準調査会
「JIS　G 3115自動車用
加工性冷間圧延高張力
鋼板」

3

22

鋼材
(自動車用加工性冷間
圧延高張力鋼板)

‐ 鋼板の長さの許容差

日本工業標準調査会
「JIS　G 3115自動車用
加工性冷間圧延高張力
鋼板」

4

23

鋼材
(自動車用加工性冷間
圧延高張力鋼板)

‐
鋼板の平坦度の最大
値

日本工業標準調査会
「JIS　G 3115自動車用
加工性冷間圧延高張力
鋼板」

4
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24

鋼材
(自動車用加工性冷間
圧延高張力鋼板)

‐ 横曲がりの最大値

日本工業標準調査会
「JIS　G 3115自動車用
加工性冷間圧延高張力
鋼板」

5

25 鋼板(高張力鋼板等) ‐ 伸び・引張強さ
JFEスチール・ティッセン
クルップスチール「自動
車用鋼板共通規格」

6

http://www.tks‐
jfe.jp/downloads/0707_B1J‐
012‐02.pdf

26 鋼板(高張力鋼板等) ‐ 汎用品の規格
JFEスチール・ティッセン
クルップスチール「自動
車用鋼板共通規格」

7

http://www.tks‐
jfe.jp/downloads/0707_B1J‐
012‐02.pdf

27 PP複合材(SOP) バンパーカバー
組成、特性、及び成形
性

日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

41

28 ABS ラジエーターグリル 基本物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

56
テクノABS25はテクノポリマーの
製品名

http://www.tks-jfe.jp/downloads/0707_B1J-012-02.pdf
http://www.tks-jfe.jp/downloads/0707_B1J-012-02.pdf
http://www.tks-jfe.jp/downloads/0707_B1J-012-02.pdf
http://www.tks-jfe.jp/downloads/0707_B1J-012-02.pdf
http://www.tks-jfe.jp/downloads/0707_B1J-012-02.pdf
http://www.tks-jfe.jp/downloads/0707_B1J-012-02.pdf
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29 PA66‐GF ルーフレール等 基本物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

59
レオナ90G55、レオナ14G50は
旭化成ケミカルズの製品名

30 ABS リヤスポイラー 基本物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

65
テクノMUHBM5602はテクノポリ
マーの製品名

31 複合PP材 ボディ外板 基本物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

78
Borealis AGの製品である
Daplen ED230HPの物性

32 PC/PBTポリマーアロイ ボディ外板 基本物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

79
XenoyはSABICイノベーティブプ
ラスチックスの製品名

33
ABS+PA6(PA/ABS系
ポリマーアロイ)

ボディ外板 基本物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

84
ホンダ「インサイト」に使用された
材料
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34
PA/PPE系ポリマーアロ
イ

ボディ外板 基本物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

85
NorylはSABICイノベーティブプラ
スチックスの製品名

35

繊維強化PP

ガラス長繊維入りPP

SMC

鋼板

バックドアモジュール
用

基本物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

93 ‐

36 SMC リヤガーニッシュ等 基本物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

94
クラスAはジャパンコンポジットの
グレード名

37 PP複合材(SOP) 内装部品
組成、特性、及び成形
性

日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

117 ‐

38 GF強化PA6
インテークマニホー
ルド用等

基本物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

153
ノバミッド1015GH35、
1015GH30は三菱エンジニアリ
ングプラスチックスの製品名
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39 ガラス長繊維入りPP
フロントエンドモ
ジュール等

基本力学物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

163
ファンクスターは日本ポリプロの
製品名

40
炭素長繊維(LCF)入り
PP

フロントエンドモ
ジュール等

基本物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

165 ‐

41 HDPE ‐ 基本物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

193
日本ポリエチレンのノバテックHD

HB111Rの物性

42 PA‐MXD6 ドアミラーステー 基本物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

228
レニーは三菱エンジニアリングプ
ラスチックスの製品名

43
炭素長繊維(LCF)入り
PP

ドアモジュール等 力学物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

234
日本ポリプロのファンクスターの
物性
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44
PI

PEEK
トランスミッション用
シールリング等

基本物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

241

べスペル SP2515、SP21は
Dupont、オーラム JCF3030は
三井化学、150FC30はVictrexの
製品名

45

ハイテン鋼
アルミニウム
SMC

CFRP

ガラス長繊維入りPP

ガラス長繊維入りPA

‐ 力学物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

######

クラスAはジャパンコンポジットの
グレード名、T700Sは東レ、ファ
ンクスターは日本ポリプロの製品
名

46

ハイテン鋼
アルミニウム
SMC

CFRP

ガラス長繊維入りPP

ガラス長繊維入りPA

‐ 力学物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

252‐
253

クラスAはジャパンコンポジットの
グレード名、T700Sは東レ、ファ
ンクスターは日本ポリプロの製品
名
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47

PBT

SPS

PA

PPS

LCP

電気・電子部品用(ワ
イヤーハーネス、セ
ンサー・スイッチ・ア
クチュエーター・ECU

各ハウジング)

基本物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

270‐
271

ノバデュランは三菱エンジニアリ
ングプラスチックスの、ザレックは
出光興産の、アーレンは三井化
学の、ジェネスタはクラレの、トレ
リナは東レの、スミカスーパーは
住友化学の各製品名

48 PBT‐GF30 ECUコネクター等 基本物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

277
ノバデュランは三菱エンジニアリ
ングプラスチックスの製品名

49 セパレーター
リチウムイオンバッ
テリー

基本物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

297 三菱化学、三菱樹脂の各製品

50
耐熱PA

PPS
パワーケーブルコネ
クター等

基本物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

305 ザイテルはDupontの製品名

51

HDPE、PP、PVC、
PMMA

PS、40倍発砲PS、
PA6、PA66、PBT、
PC、LCP、PPS、PF、
銀、銅、金、
アルミニウム、鉄、
カーボンナノチューブ、
ダイヤモンド、グラファ
イト、
窒化アルミニウム、ガラ
ス

‐
各材料の熱伝導率と
電気絶縁性

日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

306
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52
高熱伝道絶縁接着シー
ト

インバーター等 基本特性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

309 HISETは日立化成の製品名

53 PPS高熱伝導性材料 ‐ 基本特性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

310 表内は全て東レのグレード

54
電気絶縁性・熱伝導性
LCP

‐ 基本特性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

311 表内は全て住友化学のグレード

55
電気絶縁性・熱伝導性
PBT

‐ 基本特性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

311
表内は全て三菱エンジニアリン
グプラスチックスのグレード

56
PC

PBT
ヘッドランプ用レン
ズ、エクステンション

基本物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

327
表内は全て三菱エンジニアリン
グプラスチックスのグレード
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57 PBS竹繊維ボード テールゲートトリム 基本物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

425

58 PP/PLAアロイ

スカッフプレート、カ
ウルサイドトリム、
フィニッシュプレート
等

基本物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

426

59
PA610‐GF30(植物由
来プラスチック)

ラジエータータンク 基本物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

428

60 PLA ‐ 基本物性
日本工業出版「プラス
チックの自動車部品へ
の展開」

436 エコディアは東レの製品名

61

GF‐フェノール、
その他フェノール樹
脂、

‐ 基本物性
AVライト、スミライトレジン、スミコンPM、テコライト、ニッカライト、スタンドライト、フドウライ
ト、ナショナルライト、エドライトR、YPライト、理研KP、リグナイト等を対象。詳細はリンク先参照。

華陽物産株式会社「プラ
スチック物性一覧表」

1

http://www.kayo‐
corp.co.jp/common/pdf/pla_pro

pertylist02.pdf

62

イソブレンゴム、
ブタジエンゴム、
スチレン・ブタジエンゴ
ム、ブチルゴム、
ニトリルゴム、
エチレン・プロビレンゴ
ム、
クロロブレンゴム、
アクリルゴム、
フッ素ゴム等

‐ 基本物性 機械特性、物理的特性、電気特性、耐油・耐薬品特性を記載。詳細はリンク先参照。
華陽物産株式会社「ゴム
物性一覧表」

1

http://www.kayo‐
corp.co.jp/common/pdf/rub_pro

pertylist.pdf

63 チタン合金 ‐ 基本物性
大同特殊鋼ホームペー
ジ

‐ DATは大同特殊鋼の製品名
http://www.daido.co.jp/products

/titanium/properties.html

http://www.kayo-corp.co.jp/common/pdf/pla_propertylist02.pdf
http://www.kayo-corp.co.jp/common/pdf/pla_propertylist02.pdf
http://www.kayo-corp.co.jp/common/pdf/pla_propertylist02.pdf
http://www.kayo-corp.co.jp/common/pdf/rub_propertylist.pdf
http://www.kayo-corp.co.jp/common/pdf/rub_propertylist.pdf
http://www.kayo-corp.co.jp/common/pdf/rub_propertylist.pdf
http://www.daido.co.jp/products/titanium/properties.html
http://www.daido.co.jp/products/titanium/properties.html
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64
シリコンナイトライド(窒
化珪素)

‐ 基本物性 京セラホームページ ‐
http://www.kyocera.co.jp/prdct/f

c/list/material/silicon_nitride/sili

con_nitride.html

65
BMC(不飽和ポリエステ
ル)

‐ 基本物性 日本ユピカホームページ ‐ 銘柄は日本ユピカの各製品
http://www.u‐
pica.co.jp/products/products04

66 ポリエステル繊維 ‐ 基本物性
NBCメッシュテックホー
ムページ

‐
http://www.nbc‐
jp.com/product/images/pdf_sp

ec.pdf

67 GF‐PET(強化PET) ‐ 基本物性
ポリプラスチックスホー
ムページ

‐
B3015FAはポリプラスチックスの
製品名

https://www.polyplastics.com/Gi

db/GradeListSelectGradeActio

n.do;jsessionid=530f64d33c4e

b9ef3b8cfcfa538d?id=2049

68 炭素鋼 ‐ 基本物性
特殊金属エクセルホー
ムページ

‐
http://www.tokkin.co.jp/material

s/special_steel/carbon_steel

http://www.kyocera.co.jp/prdct/fc/list/material/silicon_nitride/silicon_nitride.html
http://www.kyocera.co.jp/prdct/fc/list/material/silicon_nitride/silicon_nitride.html
http://www.kyocera.co.jp/prdct/fc/list/material/silicon_nitride/silicon_nitride.html
http://www.u-pica.co.jp/products/products04
http://www.u-pica.co.jp/products/products04
http://www.nbc-jp.com/product/images/pdf_spec.pdf
http://www.nbc-jp.com/product/images/pdf_spec.pdf
http://www.nbc-jp.com/product/images/pdf_spec.pdf
https://www.polyplastics.com/Gidb/GradeListSelectGradeAction.do;jsessionid=530f64d33c4eb9ef3b8cfcfa538d?id=2049
https://www.polyplastics.com/Gidb/GradeListSelectGradeAction.do;jsessionid=530f64d33c4eb9ef3b8cfcfa538d?id=2049
https://www.polyplastics.com/Gidb/GradeListSelectGradeAction.do;jsessionid=530f64d33c4eb9ef3b8cfcfa538d?id=2049
https://www.polyplastics.com/Gidb/GradeListSelectGradeAction.do;jsessionid=530f64d33c4eb9ef3b8cfcfa538d?id=2049
http://www.tokkin.co.jp/materials/special_steel/carbon_steel
http://www.tokkin.co.jp/materials/special_steel/carbon_steel
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69
水酸化ニトリルゴム
(HNBR)

‐ 基本物性 日本ゼオンホームページ ‐ Zetpolは日本ゼオンの製品名
http://www.zeon.co.jp/business/

enterprise/rubber/rubber_hnbr.

html

70 PAI ‐ 基本物性
東レプラスチック精工
ホームページ

‐
http://www.toplaseiko.com/prod

uct/tps_ti5000.html

71
エピクロロヒドリンゴム
(CO/ECO)

‐ 基本物性 日本ゼオンホームページ Hydrinは日本ゼオンの製品名
http://www.zeon.co.jp/business/

enterprise/rubber/rubber_eco.h

tml

72 エチレンアクリルゴム ‐ 基本物性 Dupontホームページ ‐

http://www2.dupont.com/DuPo

nt_Home/ja_JP/assets/pdf/Pro

ductsandSevices/Vamac(R)%2

0Catalogue%20Japanese‐
122011%20rev00.pdf

73 エボナイト ‐ 基本物性
日興エボナイト製造所
ホームページ

‐
http://www.nikkoebonite.com/i

mages/ebonite‐n.pdf

74 AS ‐ 基本物性 詳細はリンク先参照
華陽物産「プラスチック
物性一覧表(熱可塑性)」

‐
http://www.kayo‐
corp.co.jp/common/pdf/pla_pro

pertylist01.pdf

http://www.zeon.co.jp/business/enterprise/rubber/rubber_hnbr.html
http://www.zeon.co.jp/business/enterprise/rubber/rubber_hnbr.html
http://www.zeon.co.jp/business/enterprise/rubber/rubber_hnbr.html
http://www.zeon.co.jp/business/enterprise/rubber/rubber_eco.html
http://www.zeon.co.jp/business/enterprise/rubber/rubber_eco.html
http://www.zeon.co.jp/business/enterprise/rubber/rubber_eco.html
http://www2.dupont.com/DuPont_Home/ja_JP/assets/pdf/ProductsandSevices/Vamac(R) Catalogue Japanese-122011 rev00.pdf
http://www2.dupont.com/DuPont_Home/ja_JP/assets/pdf/ProductsandSevices/Vamac(R) Catalogue Japanese-122011 rev00.pdf
http://www2.dupont.com/DuPont_Home/ja_JP/assets/pdf/ProductsandSevices/Vamac(R) Catalogue Japanese-122011 rev00.pdf
http://www2.dupont.com/DuPont_Home/ja_JP/assets/pdf/ProductsandSevices/Vamac(R) Catalogue Japanese-122011 rev00.pdf
http://www2.dupont.com/DuPont_Home/ja_JP/assets/pdf/ProductsandSevices/Vamac(R) Catalogue Japanese-122011 rev00.pdf
http://www.nikkoebonite.com/images/ebonite-n.pdf
http://www.nikkoebonite.com/images/ebonite-n.pdf
http://www.kayo-corp.co.jp/common/pdf/pla_propertylist01.pdf
http://www.kayo-corp.co.jp/common/pdf/pla_propertylist01.pdf
http://www.kayo-corp.co.jp/common/pdf/pla_propertylist01.pdf
http://www.kayo-corp.co.jp/common/pdf/pla_propertylist01.pdf
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75 TPO ‐ 基本物性
プライムポリマーホーム
ページ

‐
http://www.primepolymer.co.jp/

product/pp/pdf/tpo‐h.pdf

76 TPU ‐ 基本物性 BASFホームページ ‐ エラストランはBASFの製品名

http://www.japan.basf.com/ape

x/Japan/ja/function/conversion

s:/publish/content/BASF‐
Japan/1.2_Products_and_Indu

stries/1.2.4_FunctionalSolution

s‐JPN/elastollan_chart.pdf

77 TPS ‐ 基本物性 三菱化学ホームページ ‐
http://www.mcc‐
spd.com/product/rabalon/rabal

on‐grade01.html

78
S‐PVC(軟質ポリ塩
化ビニル)

‐ 基本物性
塩ビ工業・環境協会ホー
ムページ

‐
http://www.vec.gr.jp/enbi/enbi2

_2.html

79 アラミド繊維 ‐ 基本物性
東レ・デュポンホーム
ページ

‐ Kevlarは東レ・デュポンの製品名
http://www.td‐
net.co.jp/kevlar/chara.html

http://www.primepolymer.co.jp/product/pp/pdf/tpo-h.pdf
http://www.primepolymer.co.jp/product/pp/pdf/tpo-h.pdf
http://www.japan.basf.com/apex/Japan/ja/function/conversions:/publish/content/BASF-Japan/1.2_Products_and_Industries/1.2.4_FunctionalSolutions-JPN/elastollan_chart.pdf
http://www.japan.basf.com/apex/Japan/ja/function/conversions:/publish/content/BASF-Japan/1.2_Products_and_Industries/1.2.4_FunctionalSolutions-JPN/elastollan_chart.pdf
http://www.japan.basf.com/apex/Japan/ja/function/conversions:/publish/content/BASF-Japan/1.2_Products_and_Industries/1.2.4_FunctionalSolutions-JPN/elastollan_chart.pdf
http://www.japan.basf.com/apex/Japan/ja/function/conversions:/publish/content/BASF-Japan/1.2_Products_and_Industries/1.2.4_FunctionalSolutions-JPN/elastollan_chart.pdf
http://www.japan.basf.com/apex/Japan/ja/function/conversions:/publish/content/BASF-Japan/1.2_Products_and_Industries/1.2.4_FunctionalSolutions-JPN/elastollan_chart.pdf
http://www.japan.basf.com/apex/Japan/ja/function/conversions:/publish/content/BASF-Japan/1.2_Products_and_Industries/1.2.4_FunctionalSolutions-JPN/elastollan_chart.pdf
http://www.mcc-spd.com/product/rabalon/rabalon-grade01.html
http://www.mcc-spd.com/product/rabalon/rabalon-grade01.html
http://www.mcc-spd.com/product/rabalon/rabalon-grade01.html
http://www.vec.gr.jp/enbi/enbi2_2.html
http://www.vec.gr.jp/enbi/enbi2_2.html
http://www.td-net.co.jp/kevlar/chara.html
http://www.td-net.co.jp/kevlar/chara.html


No. 素材名 用途 概要 詳細 出所 ページ 備考 URL

80 フッ素樹脂 ‐ 基本物性
ダイキン工業ホームペー
ジ

‐
ポリフロン等はダイキン工業の製
品名

http://www.daikin.co.jp/chm/pro

ducts/pdf/catalog/GFP‐1d.pdf

81
PC/PET系ポリマーアロ
イ

‐ 基本物性
ダイセルポリマーホーム
ページ

‐

http://data.daicelpolymer.com/

wp‐
content/uploads/2013/09/TI‐
DataSheet‐CE1810‐
Ver0J.pdf

82
PC/AS系ポリマーアロ
イ

基本物性 帝人ホームページ
複数データ有。画像はMultilon®
T-2754のデータ。

http://www.teijin.co.jp/produc
ts/resin/products/multilon/

83 PTFE 基本物性
ＡＧＣ旭硝子ホームペー
ジ

複数データ有。
http://www.fluon.jp/products/ptf

e/index.html#horizontalTab022

http://www.daikin.co.jp/chm/products/pdf/catalog/GFP-1d.pdf
http://www.daikin.co.jp/chm/products/pdf/catalog/GFP-1d.pdf
http://data.daicelpolymer.com/wp-content/uploads/2013/09/TI-DataSheet-CE1810-Ver0J.pdf
http://data.daicelpolymer.com/wp-content/uploads/2013/09/TI-DataSheet-CE1810-Ver0J.pdf
http://data.daicelpolymer.com/wp-content/uploads/2013/09/TI-DataSheet-CE1810-Ver0J.pdf
http://data.daicelpolymer.com/wp-content/uploads/2013/09/TI-DataSheet-CE1810-Ver0J.pdf
http://data.daicelpolymer.com/wp-content/uploads/2013/09/TI-DataSheet-CE1810-Ver0J.pdf
http://www.teijin.co.jp/products/resin/products/multilon/
http://www.teijin.co.jp/products/resin/products/multilon/


No. 素材名 用途 概要 詳細 出所 ページ 備考 URL

84 ウレタンRIM 基本物性 網代利夫論文
https://www.jstage.jst.go.jp/artic

le/networkpolymer1980/13/1/1

3_19/_pdf

85 ＴＰＶ 基本物性
ＪＳＲ　Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｒｅｖｉ
ｅｗ

http://www.jsr.co.jp/pdf/rd/tec11

9-4.pdf

86 ＦＲＰ 基本物性
ＳＵＰＥＲ　ＲＥＳＩＮ　ホー
ムページ

複数データ有。
http://www.super-

resin.co.jp/frp1_3.htm



No. 素材名 用途 概要 詳細 出所 ページ 備考 URL

87 鋳鉄 基本物性 加工技術データベース

http://www.monozukuri.org/mo

no/db-

dmrc/casting/gairon/text_06.ht

m

88 制振材 基本物性
クレハエラストマー株式
会社ホームページ

http://www.kurehae.co.jp/produ

cts/vbran.html

89 ステンレス鋼 基本物性
森松工業株式会社ホー
ムページ

http://www.morimatsu.jp/data/st

ainless.html
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巻末資料３ 自動車部材等に関連する保安基準等の整理結果 

 

表１ 国土交通省運送車両の保安基準（自動車）（H27 年 10 月 8日現在） 

保安基準(自動車） 技術基準名称等 

第１条 用語の定義  

第 1条の２ 燃料の規格  

第 1条の３ 破壊試験  

―― 各節の適用：自動車  

第 2条 長さ、幅及び高さ  

第 3条 最低地上高  

第 4条 車両総重量  

第 4条の 2 軸重等  

第 5条 安定性  

第 6条 最小回転半径  

第 7条 接地部及び接地圧  
第 8条 原動機及び動力伝達装置 大型貨物自動車の速度抑制装置の技術基準 

自動車の走行性能の技術基準  

連結車両の走行性能の技術基準 

使用過程にある大型貨物自動車の速度抑制装置の技術基

準 

第 9条 走行装置等 軽合金製ディスクホイールの技術基準 

乗用車用空気入れタイヤの技術基準 

第 10 条 操縦装置等  

第 11 条 かじ取り装置 衝撃吸収式かじ取り装置の技術基準 

第 11 条の 2 施錠装置等 四輪自動車等の施錠装置の技術基準 

2 輪自動車等の施錠装置の技術基準 

イモビライザの技術基準 

第 12 条 制動装置 トラック及びバスの制動装置の技術基準 

安置ロックブレーキシステムの技術基準 

乗用車の制動装置の技術基準 

二輪車の制動装置の技術基準 

制動液漏れ警報装置の技術基準 

トレーラの制動装置の技術基準 

第 13 条 連結車両の制動装置 乗用車の制動装置の技術基準 
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保安基準(自動車） 技術基準名称等 

連結車両の制動作動おくれ防止の技術基準 

第 14 条 緩衝装置  

第 15 条 燃料装置 乗用車用プラスチック製燃料タンクの技術基準 

衝突時等における燃料漏れ防止の技術基準 

第 16 条 発生炉ガス燃料装置  

第 17 条 高圧ガス燃料装置 衝突時等における燃料漏れ防止の技術基準 

自動車燃料ガス容器取付部の技術基準 

自動車燃料ガス容器の気密・換気の技術基準 

圧縮水素ガスを燃料とする自動車の燃料装置の技術基準 

第 17 条の 2 電気装置 燃料電池自動車の高電圧からの 

乗員人員の保護に関する技術基準 

第 18 条 車枠及び車体 外装の技術基準 

外装の手荷物積載用部品の技術基準 

外装の電波送受信用アンテナの技術基準 

前面衝突時の乗員保護の技術基準 

側面衝突時の乗員保護装置の技術基準 

歩行者頭部保護の技術基準 

（参考）オフセット衝突時の乗員保護の技術基準 

第18条の 2巻込防止装置等（巻込） 

      巻込防止装置等（突入） 

 

第 18 条の 2 前部潜り込み防止装置 

 

突入防止装置の技術基準 

突入防止装置取付装置等の技術基準 

前部潜り込み防止装置の技術基準 

前部潜り込み防止装置取付装置の技術基準 

第 19 条 連結装置  

第 20 条 乗車装置 内装材料の難燃性の技術基準 

インストルメントパネルの衝撃吸収の技術基準 

第 21 条 運転者席 直接前方視界の技術基準  

第 22 条 座席 座席及び座席取付装置の技術基準 

第 22 条の 2 補助座席定員  

第 22 条の 3 座席ベルト等 (参考）座席ベルト取付装置の技術基準 

(参考）座席ベルトの技術基準 

運転者席の座席ベルトの非装着時警報装置の技術基準 

第 22 条の 4 頭部後傾抑止装置等 頭部後傾抑止装の技術基準 

第 22 条の 5 年少者用補助乗車装置等 (参考）年少者用補助乗車装置の技術基準 

第 23 条 通路  
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保安基準(自動車） 技術基準名称等 

第 24 条 立席  

第 25 条 乗降口 とびらの解放禁止の技術基準 

第 26 条 非常口  

第 27 条 物品積載装置  

第 28 条 高圧ガス運送装置  

第 29 条 窓ガラス 窓ガラスの技術基準 

第 30 条 騒音防止装置 近接排気騒音の測定方法 

定常走行騒音の測定方法 

加速走行騒音の測定方法 

第31条 ばい煙、悪臭のあるガス、 

    有害なガス等の発散防止装置 

重量車排出ガスの測定方法 

軽・中量者排出ガスの測定方法 

ディーゼル特殊自動車８モード排出ガスの測定方法 

二輪車モード排出ガスの測定方法 

ディーゼル４モード黒煙の測定方法 

無負荷急加速黒煙の測定方法 

自動車のばい煙、悪臭のあるガス、有害なガス等の発散

防止装置に係る熱害警報装置等の技術基準 

燃料蒸発ガスの測定方法 

ガソリン・液化石油ガス特殊自動車７モード排出ガスの

測定方法 

無負荷急加速時に排出される排出ガスの光吸収係数の測

定方法 

第31条の 2 窒素酸化物排出自動車等の特例 道路運送車両の保安基準第31条の2に規定する窒素酸化

物排出自動車等及び窒素酸化物排出基準等を定める告示 

第 32 条 前照灯等 前照灯の技術基準 

前照灯の装置形式指定基準 

灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準 

二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置の技術基準 

灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の装置形式

指定基準 

前照灯洗浄器の技術基準 

前照灯洗浄器及び前照灯洗浄器取付装置の技術基準 

灯火等の照明部、個数、取り付け位置等の測定方法 

第 33 条 前部霧灯 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準 
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保安基準(自動車） 技術基準名称等 

二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置の技術基準 

灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の装置形式

指定基準 

前部霧灯の技術基準 

灯火等の照明部、個数、取り付け位置等の測定方法 

第 33 条の 2 側方照射灯 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準 

二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置の技術基準 

灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の装置形式

指定基準 

側方照射灯の灯光の色、明るさ等に関する技術基準 

第 34 条 車幅灯 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準 

二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置の技術基準 

灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の装置形式

指定基準 

車幅灯の技術基準 

灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法 

第 34 条の 2 前部上側端灯 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準 

二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置の技術基準 

灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の装置形式

指定基準 

前部上側端灯の技術基準 

灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法 

第 35 条 前部反射器 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準 

二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置の技術基準 

灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の装置形式

指定基準 

前部反射器の技術基準 

灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法 

第 35 条の 2 側方灯及び側方反射器 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準 

二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付
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保安基準(自動車） 技術基準名称等 

装置の技術基準 

灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の装置形式

指定基準 

側方灯の技術基準 

側方反射器の技術基準 

灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法 

第 36 条 番号灯 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準 

二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置の技術基準 

灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の装置形式

指定基準 

番号灯の技術基準 

第 37 条 尾灯 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準 

二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置の技術基準 

灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の装置形式

指定基準 

尾灯の技術基準 

第 37 条の 2 後部霧灯 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準 

二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置の技術基準 

灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の装置形式

指定基準 

後部霧灯の技術基準 

灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法 

第 37 条の 3 駐車灯 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準 

二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置の技術基準 

灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の装置形式

指定基準 

駐車灯の技術基準 

灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法 

第37条の 4 後部上側端灯 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準 

二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置の技術基準 
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保安基準(自動車） 技術基準名称等 

灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の装置形式

指定基準 

後部上側端灯の技術基準 

灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法 

第38条 後部反射器 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準 

二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置の技術基準 

灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の装置形式

指定基準 

後部反射器の技術基準 

灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法 

第 38 条の 2 大型後部反射器 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準 

二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置の技術基準 

(参考）大型後部反射器の技術基準 

灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法 

第38条の 3 再帰反射材 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準 

再帰反射材の技術基準 

灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法 

第 39 条 制動灯 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準 

二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置の技術基準 

灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の装置形式

指定基準 

制動灯の技術基準 

灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法 

第 39 条の 2 補助制動灯 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準 

二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置の技術基準 

灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の装置形式

指定基準 

補助制動灯の技術基準 

灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法 

第 40 条 後退灯 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準 

二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付
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保安基準(自動車） 技術基準名称等 

装置の技術基準 

灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の装置形式

指定基準 

後退灯の技術基準 

第 41 条 方向指示器 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準 

二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置の技術基準 

灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の装置形式

指定基準 

方向指示器の技術基準 

灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法 

第 41 条の 2 補助方向指示器 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準 

二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置の技術基準 

灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法 

第 41 条の 3 非常点滅表示灯 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準 

二輪自動車等の灯火器及び反射器並びに指示装置の取付

装置の技術基準 

灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の装置形式

指定基準 

灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法 

第 41 条の 4 緊急制動表示灯 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準 

灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置の装置形式

指定基準 

灯火等の照明部、個数、取付位置等の測定方法 

第 4.1 条 その他の灯火等の制限  

第 43 条 警音器 警音器の警報音発生装置の技術基準 

警音器の技術基準 

第 43 条の 2 非常信号用具  

第 43 条の 3 警告反射板 警告反射板の技術基準 

第 43 条の 4 停止表示器材 停止表示器材の技術基準 

第 43 条の 5 盗難発生警報装置 盗難発生警報装置の技術基準 

第44条 後写鏡等 衝撃緩和式後写鏡の技術基準 

車室内後写鏡の衝撃緩和の技術基準 

直前直左確認鏡の技術基準 
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保安基準(自動車） 技術基準名称等 

二輪自動車等の後写鏡の技術基準 

二輪自動車等の後写鏡及び後写鏡取付装置の技術基準 

第 45 条 窓ふき器等 乗用車等の窓ふき器及び洗浄液噴射装置の技術基準 

バス及びトラックの洗浄噴射装置の技術基準 

デフロスタの技術基準 

サンバイザの衝撃吸収の技術基準 

第 46 条 速度計等 速度計の技術基準 

第 47 条 消火器  

第 48 条 内圧容器及びその附属装置  

第 48 条の 2 運行記録計 運行記録計の技術基準 

第 48 条の 3 速度表示装置 速度表示装置の技術基準 

第 49 条 緊急自動車  

第 49 条の 2 道路維持作業用自動車  

第 49 条の 3 自主防犯活動用自動車  

第 50 条 旅客自動車運送事業用自動車 連節バスの構造要件 

2 階建てバスの構造要件 

ワンマンバスの構造要件 

第 50 条の 2 ガス運送容器を備える自動車等  

第 51 条 火薬類を運送する自動車  

第 52 条 危険物を運送する自動車  

第 53 条 乗車定員及び最大積載量 自動車の走行性能の技術基準 

連結車両の走行性能の技術基準 

第 54 条 臨時乗車定員  

第55条 基準の緩和 塘路運送車両の保安基準第 55 条第 1項及び 57 条第１項

に規定する国土交通大臣が告示で定めるものを定める告

示 

第 56 条 製造又は改造の過程にある自動車  

第 57 条 法第 99 条の自動車  

第 58 条 適用関係の整理  

第 58 条の 2 締結国登録自動車の特例  
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表２ JIS、JASO、JFS で規格化されている自動車部位の試験方法 

発行者等 規格名 

JIS( 日本工

業規格) 

JIS B 2704:圧縮及び引張コイルばね－設計・性能試験方法 

JIS B 2710:重ね板ばね－設計・性能試験方法 

JIS D 0203:1994 自動車部品の耐湿及び耐水試験方法 

JIS D 0204:1967 自動車部品の高温および低温試験方法 

JIS D 0205:1987 自動車部品の耐候性試験方法 

JIS D 0207:1977 自動車部品の防じん及び耐じん試験通則 

JIS D 0208:1993 自動車用ｽｲｯﾁ類の試験方法通則 

JIS D 1061:1995 乗用車のｽﾃｱﾘﾝｸﾞｺﾝﾄﾛｰﾙｼｽﾃﾑ衝撃試験方法 

JIS D 1010:1982 自動車走行試験方法通則 

JIS D 1012:2005 自動車－燃料消費率試験方法 

JIS D 1050:1998 自動車－衝撃試験における計測 
JIS D 1060:1982 乗用車の前面・鋼面の衝突試験方法 

JIS D 1201:1998 自動車､及び農林用のﾄﾗｸﾀ･機械装置-内装材料の燃焼性試験方法 

JIS D 1601:1995 自動車部品振動試験方法 

JIS D 1607:1995 自動車用ｽﾀｰﾀ試験方法 

JIS D 1608:1993 自動車ｶﾞｿﾘﾝ機関用ﾌｭｰｴﾙﾌｨﾙﾀ試験方法 

JIS D 1611-1:2003 自動車部品-内燃機関用ｵｲﾙﾌｨﾙﾀ-第 1 部:一般試験方法 

JIS D 1611-2:2003 自動車部品-内燃機関用ｵｲﾙﾌｨﾙﾀ-第 2 部:全流式ｵｲﾙﾌｨﾙﾀの粒子ｶｳﾝﾄ法

によるろ過効率試験方法及びｺﾝﾀﾐﾅﾝﾄ捕そく(捉)容量試験方法 

JIS D 1612:1989 自動車用ｴｱｸﾘｰﾅ試験方法 

JIS D 1613:1996 自動車用エンジン−気化器−性能試験方法 

JIS D 1614.1000 自動車用ラジエータ—放熱性能試験方法 

JIS D 1615:1989 自動車用オルタネータ試験方法 

JIS D 1616:1995 自動車—排気系の騒音試験方法 

JIS D 1617:1998 自動車部品−ディーゼル機関用フューエルフィルタ−試験方法 

JIS D 1618:1992 自動車用エアコンディショナ−試験方法 

JIS D 1619:1977 自動車用ランプ類配光試験方法 

JIS D 1620:1993 自動車用サイドドアラッチシステム試験方法 

JIS D 1621:1988 自動車用サイドドアヒンジシステム試験方法  

JIS D 1622:1988 自動車の換気性能試験方法 

JIS D 4101:1994 空気ばね用ゴムベローズ試験方法 

JIS D 4102:2007 空気入りタイヤ用ホイール及びリム－用語・呼び・表示 

JIS D 4103:1998 自動車部品－ディスクホイール－性能及び表示 
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発行者等 規格名 

JIS D 4.102:1994 自動車用タイヤ－呼び方及び諸元 

JIS D 4.120:2009 自動車部品－ホイール－取付方式及び寸法  

JIS D 4.130:1998 自動車用タイヤ 

JIS D 4.131:1995 自動車タイヤ用チューブ 

JIS D 4.134.1009 乗用車、トラック及びバス用タイヤ転がり抵抗試験方法－単一条件試

験及び測定結果の相関 

JIS D 4.133:2001 自動車用タイヤのユニフォーミティ試験方法 

JIS D 4413:2005 自動車部品―ブレーキライニング及びディスクブレーキパッド―圧縮ひ

ずみ試験方法 

JIS D 4414-1:1998 自動車部品－ブレーキライニング及びディスクブレーキパッド－第１

部：さび固着試験方法（吸湿法） 

JIS D 4414.1:1998 自動車部品－ブレーキライニング及びディスクブレーキパッド－第２

部：さび固着試験方法（浸せき法） 

JIS D 4415:1998 自動車部品－ブレーキライニング及びディスクブレーキパッド－せん断

強さ試験方法 

JIS D 4416:1998 自動車部品－ディスクブレーキパッド－熱膨張試験方法 

JIS D 4417:1986 自動車用ブレーキライニング及びディスクブレーキパッドの比重試験方

法 

JIS D 4418:1996 自動車用ブレーキライニング及びディスクブレーキパッドの気孔率試験

方法 

JIS D 4419:1986 自動車用ディスクブレーキパッドの接着面さび発生試験方法 

JIS D 44.10:1986 自動車用ブレーキライニング及びディスクブレーキパッドの水，食塩

水，油及びブレーキ液に対する劣化試験方法 

JIS D 44.11:1996 自動車用ブレーキライニング，ディスクブレーキパッド及びクラッチ

フェーシングの硬さ試験方法 

JIS D 44.12:2007 自動車用ブレーキシューアッセンブリ及びディスクブレーキパッドの

接着強度試験方法 

JIS D 5005:1989 自動車用電装部品の公称電圧及び試験電圧 

JIS D 5121:1998 自動車部品－点火コイル－試験方法 

JIS D 5303-1:2004 電気車用鉛蓄電池－第１部：一般要件及び試験方法 

JIS D 5704.1:1998 自動車部品－ウインドシールドウォッシャ－第２部：試験方法 

JIS D 5811:1994 自動車用ハザードウォーニングスイッチ性能検査 

JIS D 5901:1988 自動車用温水式暖房器試験方法 

JIS R 3212:2008 自動車用安全ｶﾞﾗｽ試験方法 
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発行者等 規格名 

 

プラスチック試験片 

JIS K7100:1999 プラスチック－状態調節及び試験のための標準雰囲気 

JIS K7139:2009 プラスチック－試験片 

JIS K7144:1999 プラスチック－機械加工による試験片の調製 

JIS K7151:1995 プラスチック－熱可塑性プラステック材料の圧縮成形試験片 

JIS K7151:2009 （追補１） 

JIS K7152-1:1999 プラスチック－熱可塑性プラスチック材料の射出成形試験片第１部：

通則並びに多目的試験片及び短冊形試験片の成形 

JIS K7152-2:1999 プラスチック－熱可塑性プラスチック材料の射出成形試験片第 2 部：

小形引張試験片 

JIS K7152-3:2006 プラスチック－熱可塑性プラスチック材料の射出成形試験片第 3 部：

小形角板 

JIS K7152-4.1006 プラスチック－熱可塑性プラスチック材料の射出成形試験片第 4 部：

成形収縮率の求め方 

JIS K7152-5:2007 プラスチック－熱可塑性プラスチック材料の射出成形試験片第 5 部：

異方性を求めるための標準試験片の作製方法 

JIS K7154-1:2002 プラスチック－熱硬化性樹脂成形材料の射出成形試験片第１部：通則

並びに多目的試験片及び短冊形試験片の成形 

JIS K7154.1:2002 プラスチック－熱硬化性樹脂成形材料の射出成形試験片第 2 部：小形

角板 

機械的性質 

JIS K7106:1995 片持ちばりによるプラスチックの曲げこわさ試験方法 

JIS K7110:1999 プラスチック－アイゾット衝撃強さの試験方法 

JIS K7111-1:2012 プラスチック－シャルピー衝撃特性の求め方－第 1 部：非計装化衝撃

試験 

JIS K7111-2:2006 プラスチック－シャルピー衝撃特性の求め方－第 2 部：計装化衝撃試

験 

JIS K7115:1999 プラスチック－クリープ特性の試験方法－第 1部：引張クリープ 

JIS K7116:1999 プラスチック－クリープ特性の試験方法－第 2部：3点負荷による曲げク

リープ 

JIS K7118:1996 硬質プラスチック材料の疲れ試験方法通則 

JIS K7119:1972 硬質プラスチック平板曲げ疲れ試験方法 

JIS K7160:1996 プラスチック－引張衝撃強さの試験方法 
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発行者等 規格名 

JIS K7161-1:2014 プラスチック－引張特性の求め方－第 1部：通則 

JIS K7161-2:2014 プラスチック－引張特性の求め方－第 2部：型成形,押し出し成形及び

注型プラスチックの試験条件 

JIS K7170:2008 プラスチック設計データの取得及び提示のための指針 

JIS K7171:2008 プラスチック－曲げ特性の求め方 

JIS K7181:2008 プラスチック－圧縮特性の求め方 

JIS K7202-2:2001 プラスチック－硬さの求め方－第 2部：ロックウェル硬さ 

JIS K7204:1999 プラスチック－磨耗輪による磨耗試験方法 

JIS K7205:1996 研磨材によるプラスチックの磨耗試験方法 

JIS K7211-1:2006 プラスチック－硬質プラスチックのバンクチャー衝撃試験方法－第 1

部 非計装化衝撃試験 

JIS K7211-2:2006 プラスチック－硬質プラスチックのバンクチャー衝撃試験方法－第 2

部 計装化衝撃試験 

JIS K7214:1985 プラスチックの打抜きによるせん断試験方法 

JIS K7215:1986 プラスチックのデュロメータ硬さ試験方法 

JIS K7218:1986 プラスチックの滑り磨耗試験方法 

JIS K7244-1:1998 プラスチック－動的機械特性の試験方法－第 1部:通則 

JIS K7244.1:1998 プラスチック－動的機械特性の試験方法－第 2部:ねじり振子法 

JIS K7244-3:1999 プラスチック－動的機械特性の試験方法－第 3部:曲げ振動－共振曲線

法 

JIS K7244-4:1999 プラスチック－動的機械特性の試験方法－第 4部:引張振動－非共振曲

線法 

JIS K7244-5:1999 プラスチック－動的機械特性の試験方法－第 5部:曲げ振動－非共振曲

線法 

JIS K7244-6:1999 プラスチック－動的機械特性の試験方法－第 6部:せん断振動－非共振

曲線法 

JIS K7244-7:1999 プラスチック－動的機械特性の試験方法－第 7部:ねじり振動－非共振

曲線法 

JIS K7244-10:2006 プラスチック－動的機械特性の試験方法－第 10 部:平行平板振動レオ

メータによる複素せん断粘度 

JIS K7391:2008 非拘束形制振複合はりの振動減衰特性試験方法 

燃焼性質 

JIS C60695-2-10:2004 耐火性試験－電気・電子－グローワイヤ試験装置及び一般試験方

法 
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発行者等 規格名 

JIS C60695-2-11:2004 耐火性試験－電気・電子－最終製品に対するグローワイヤ燃焼性

試験方法 

JIS C60695-2-12:2013 耐火性試験－電気・電子－第 2-12 部－グローワイヤ／ホットワイ

ヤ試験方法－材料に対するグローワイヤ燃焼性指数(GWFI) 

JIS C60695-2-13:2013 耐火性試験－電気・電子－第 2-13 部－グローワイヤ／ホットワイ

ヤ試験方法－材料に対するグローワイヤ着火温度指数(GWIT) 

JIS C60695-2-20:2001 環境試験方法－電気・電子－耐火性試験 グローイング／ホット

ワイヤ試験法：ホットワイヤ巻付け線による材料の着火性試験 

JIS C60695-10-2:2008 耐火性試験－電気・電子－第 10-2 部：異常発生熱－ボールプレシ

ャー試験方法 

JIS C60695-11-3:2014 耐火性試験－電気・電子－第 11-3 部：試験炎－公称 50W 炎－試験

装置及び炎確認試験方法 

JIS C60695-11-4.1014 耐火性試験－電気・電子－第 11-4 部：試験炎－公称 500W 炎－試

験装置及び炎確認試験方法 

JIS C60695-11-5:2007 耐火性試験－電気・電子－第 11-5 部：試験炎－ニードルフレーム

（注射針バーナー）試験方法－装置,試験炎確認試験装置の配置及び指針 

JIS C60695-11-10:2006 耐火性試験－電気・電子－第 11-10 部：試験炎－50W 試験炎によ

る燃焼試験方法 

JIS C60695-11-20:2006 耐火性試験－電気・電子－第 11-20 部：試験炎－500W 試験炎によ

る燃焼試験方法 

JIS K7193:2010 プラスチック－高温空気を用いる着火温度の求め方 

JIS K7201-1:1999 プラスチック－酸素指数による燃焼性の試験方法－第 1部：通則 

JIS K7201-2:2007 プラスチック－酸素指数による燃焼性の試験方法－第 2 部：室温にお

ける試験 

JIS K7201-3:2008 プラスチック－酸素指数による燃焼性の試験方法－第 3 部：高温にお

ける試験 

JIS K7217:1983 プラスチック燃焼ガスの分析方法 

JIS K724.1-2:2008 プラスチック－煙の発生第 2部：シングルチャンバ試験による煙の光

学密度の求め方 

JIS K734.1-2:2007 プラスチック－火炎実験－標準着火源 

熱的性質 

JIS K7120:1987 プラスチックの熱重量測定方法 

JIS K7121:1987 プラスチックの熱転移温度測定方法 

JIS K7121:2012 (追補 1） 
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発行者等 規格名 

JIS K7122:1987 プラスチックの転移熱測定方法 

JIS K7122:2012 (追補 1） 

JIS K7123:1987 プラスチックの比熱容量測定方法 

JIS K7123:2012 (追補 1） 

JIS K7191-1:2007 プラスチック－荷重たわみ温度の求め方－第 1部:通則 

JIS K7191-2:2007 プラスチック－荷重たわみ温度の求め方－第 2部:プラスチック及びエ

ボナイト 

JIS K7195:1993 プラスチックのヒートザク試験方法 

JIS K7197:1991 プラスチックの熱機械分析による線膨張率試験方法 

JIS K7197:2012 (追補 1） 

JIS K7206:1999 プラスチック－熱可塑性プラスチック－ピカット軟化温度(VST)試験方法 

JIS K7212:1999 プラスチック－熱可塑性プラスチックの熱安定性試験方法－オーブン法 

JIS K7216:1980 プラスチックのぜい化温度試験方法 

物理的・化学的性質 

JIS K7107:1987 定引張変形下におけるプラスチックの耐薬品性試験方法 

JIS K7108:1999 プラスチック－薬品環境応力き裂の試験方法 

JIS K7112:1999 プラスチック－非発泡プラスチックの密度及び比重の測定方法 

JIS K7114.1001 プラスチック－液体薬品への浸せき効果を求める試験方法 

JIS K7117-1:1999 プラスチック－液状,乳濁状又は分散状の樹脂－ブルックフィードルド

形回転粘度計による見掛け粘度の測定方法 

JIS K7117-2:1999 プラスチック－液状,乳濁状又は分散状の樹脂－回転粘度計による定せ

ん断速度での粘度の測定方法 

JIS K7136:2000 プラスチック－透明材料のヘーズの求め方 

JIS K714.1:2014 プラスチック－屈折李の求め方 

JIS K7153:2008 プラスチック－試験片の直線寸法の求め方 

JIS K7199:1999 プラスチック－キャピラリーレオメータ及びスリット代レオメータによ

るプラスチックの流れ特性試験方法 

JIS K7209:2000 プラスチック－吸水率の求め方 

JIS K7210-1:2014 プラスチック－熱可塑性プラスチックのメルトマスフローレイト(MFR)

及びメルトボリュームフローレイト(MVR)の求め方－第 1部:標準的試験方法 

JIS K7210-2:2014 プラスチック－熱可塑性プラスチックのメルトマスフローレイト(MFR)

及びメルトボリュームフローレイト(MVR)の求め方－第 2 部:時間－温度の履歴及び/又は

水分に敏感な材料のための試験方法 

JIS K7250-1:2006 プラスチック－灰分の求め方－第 1部:通則 
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発行者等 規格名 

JIS K7250-2:2002 プラスチック－灰分の求め方－第 2部:ポリアルキレンテレフタレート 

JIS K7250-4.1002 プラスチック－灰分の求め方－第 4部:ポリアミド 

JIS K7251:2002 プラスチック－水分含有率の求め方 

JIS K7252-1:2008 プラスチック－サイズ排除クロマトグラフィーによる高分子の平均分

子量及び分子量分布の求め方－第 1部：通則 

JIS K7252-2:2008 プラスチック－サイズ排除クロマトグラフィーによる高分子の平均分

子量及び分子量分布の求め方－第 2部：ユニバーサルキャリブレーション法 

JIS K7252-3:2008 プラスチック－サイズ排除クロマトグラフィーによる高分子の平均分

子量及び分子量分布の求め方－第 3部：常温付近での方法 

JIS K7252-4.1008 プラスチック－サイズ排除クロマトグラフィーによる高分子の平均分

子量及び分子量分布の求め方－第 4部：高温付近での方法 

JIS K7316:2013 プラスチック－スクラッチ特性の求め方 

JIS K7361-1:1997 プラスチック－透明材料の全光線透過率の試験方法－第 1部：シングル

ビーム法 

JIS K7365:1999プラスチック－規定漏斗から注ぐことのできる材料の見掛け密度の求め方 

JIS K7373:2006 プラスチック－黄色度及び黄変度の求め方 

JIS K7374.1007 プラスチック－像鮮明度の求め方 

JIS K7375:2008 プラスチック－全光線透過率及び全光線反射率の求め方 

電気的性質 

JIS C2110-1:2010 固体電気絶縁材料－絶縁破壊の強さの試験方法－第 1 部：商用周波数

交流電圧印加による試験 

JIS C2110-2:2010 固体電気絶縁材料－絶縁破壊の強さの試験方法－第 2 部：直流電圧印

加による試験 

JIS C2110-3:2010 固体電気絶縁材料－絶縁破壊の強さの試験方法－第 3 部：インパルス

電圧印加による試験 

JIS C2134.1007 固体絶縁材料の保温及び比較トラッキング指数の測定方法 

JIS K7194:1994 導電性プラスチックの 4探針法による抵抗率試験方法 

曝露試験 

JIS K7101:1981 着色プラスチック材料のガラスを透過した日光に対する色堅ろう度試験

方法 

JIS K7102:1981 着色プラスチック材料のカーボンアーク燈光に対する色堅ろう度試験方

法 

JIS K7219-1:2011 プラスチック－屋外曝露試験方法－第 1部：通則 

JIS K7219-2:2011 プラスチック－屋外曝露試験方法－第 2 部：直接曝露試験及び窓ガラ
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発行者等 規格名 

ス越し曝露試験 

JIS K7226:1998 プラスチック－長期熱曝露後の時間－温度限界の求め方 

JIS K7227:1998 プラスチック－湿熱,水噴霧及び塩水ミストに対する曝露効果の測定方法 

JIS K7350-1:1995 プラスチック－実験室光源による曝露試験－第 1部：通則 

JIS K7350-2:2008 プラスチック－実験室光源による曝露試験－第 2 部：キセノンアーク

ランプ 

JIS K7350-3:2008 プラスチック－実験室光源による曝露試験－第 3 部：オープンフレー

ムカーボンアークランプ 

JIS K7362:1999 プラスチック－アンダーグラス屋外曝露,直接屋外曝露又は実験室光源に

よる曝露後の色変化及び特性変化の測定方法 

JIS K7363:1999 プラスチック－耐候性試験における放射露光量の機器測定－通則及び基

本的測定方法 

発泡プラスチック 

JIS K6767:1999 発泡プラスチック－ポリエチレン－試験方法 

JIS K7132:1999 硬質発泡プラスチック－規定荷重及び温度条件下における圧縮クリープ

の測定方法 

JIS K7134:1999 発泡ゴム及びプラスチック－動的緩衝性能の測定方法 

JIS K7135:1999 硬質発泡プラスチック－圧縮クリープの測定方法 

JIS K7138:2006 硬質発泡プラスチック－連続気泡率及び独立気泡率の求め方 

JIS K7220:2006 硬質発泡プラスチック－圧縮特性の求め方 

JIS K7221-1:2006 硬質発泡プラスチック－曲げ試験第－1部：たわみ特性の求め方 

JIS K7221-2:2006 硬質発泡プラスチック－曲げ試験第－2部：曲げ特性の求め方 

JIS K7222:2005 発泡プラスチック及びゴム－見掛け密度の求め方 

JIS K7225:2005 発泡プラスチック－水蒸気透過性の求め方 

JIS K7241:2005 発泡プラスチック－小火炎による小試験片の水平燃焼特性の求め方 

JIS K7248:2005 発泡プラスチック及びゴム－寸法の求め方 

JIS K7249:2005 硬質発泡プラスチック－寸法安定性の求め方 

JIS K6902:2007 熱硬化性樹脂高圧化粧板試験方法 

鉄鋼 

JIS G3101:2010 一般構造用圧延鋼材 

JIS G3135:2006 自動車用加工性冷間圧延高張力鋼板及び鋼帯 

JIS G3141:2011 冷間圧延鋼板及び鋼帯 

JIS G4051:2009 機械構造用炭素鋼鋼材 

JIS G4053:2008 機械構造用合金鋼鋼材 
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JIS G4305:2012 冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯 

JIS G4312:2011 耐熱鋼板及び鋼帯 

JIS G4801:2011 ばね鋼鋼材 

アルミ 

JIS H2211:2010 鋳物用アルミニウム合金地金 

JIS H4000:2014 アルミニウム及びアルミニウム合金の板及び条 

ゴム 

JIS K6352:2005 天然ゴム（NR）−試験方法 

JIS K6383:2001 合成ゴム−SBR−試験方法 

JASO(日本自

動車技術会

規格) 

JASO M 351 自動車部品-外装部品のｷｾﾉﾝｱｰｸﾗﾝﾌﾟによる促進耐候性試験方法 

JASO B 103:14 乗用車用サイドドア－強度試験方法 

JASO B 104:88 乗用車用ルーフ強度試験方法 

JASO B 407:87 自動車用シートのクッション性試験方法 

JASO B 408:13 自動車用シートのパッド材の性能試験方法 

JASO B 409:87 自動車用サスペンションシートのクッション性試験方法 

JASO C 105:87 クラッチ台上性能試験方法 

JASO C 201:07 自動車用流体トルクコンバータ性能試験方法 

JASO C 202:88 自動車変速機台上性能試験方法 

JASO C 203:13 手動変速機台上性能試験方法 

JASO C 204:86 手動変速機台上耐久試験方法 

JASO C 302:13 推進軸組立品試験方法 

JASO C 402:99 乗用車常用ブレーキ実車試験方法 

JASO C 406:00 乗用車－ブレーキ－ダイナモメータ試験方法 

JASO C 417:04 乗用車常用ブレーキ強度実車試験方法 

JASO C 418:91 ブレーキライニング摩擦性能試験方法 

JASO C 419:06 乗用車－常用ブレーキ装置－強度ダイナモメータ試験方法 

JASO C 4.17:09 自動車部品－ブレーキライニング及びディスクブレーキパッド－ダイナ

モメータ磨耗試験方法 

JASO C 4.18:01 自動車－駐車ブレーキ試験方法 

JASO C 430:02 エアーブレーキ試験方法 

JASO C 432:01 サーボブレーキ試験方法 

JASO C 436:08 自動車－駐車ブレーキ装置－ダイナモメータ試験方法 

JASO C 439:02 非常ブレーキ実車試験方法 

JASO C 441:86 常用ブレーキ装置繰返し強度台上試験方法 
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JASO C 44.1:07 自動車－駐車ブレーキ装置－強度ダイナモメータ試験方法 

JASO C 443:09 自動車－常用ブレーキ－降坂シミュレーションダイナモメータ試験方法 

JASO C 447:07 自動車－駐車ブレーキ装置－実車強度試験方法 

JASO C 448:10 乗用車－ディスクブレーキキャリパアッセンブリ台上試験方法 

JASO C 604:99 自動車用懸架ばね強度試験法 

JASO C 606:86 タイヤ騒音試験法 

JASO C 609:89 前車軸剛性試験方法 

JASO C 615:13 独立懸架装置用ボールジョイント台上試験方法 

JASO C 618:03 高速時のタイヤ・ホイールのユニフォーミティ試験方法 

JASO C 710:87 ステアリングコラム強度・剛性試験方法 

JASO C 711:12 インテグラル式パワーステアリング台上性能試験方法 

JASO C 712:87 パワーステアリング用ﾎﾟﾝﾌﾟ台上性能試験方法 

JASO C 715:05 自動車－かじ取り装置用ボールジョイント台上試験方法 

JASO C 716:14 ステアリングシャフトジョイント台上性能試験方法 

JASO C 717:91 ラックピニオン式マニュアルステアリング台上試験方法 

JASO D 406:13 自動車部品－パワーウィンドスイッチの水没試験方法 

JASO D 615:94 ハイテンションケーブルアッセンブリの性能及び試験方法 

JASO D 616:11 自動車部品－ワイヤハーネスコネクタ試験方法及び一般性能要求 

JASO D 618:13 自動車部品－低圧電線の試験方法 

JASO D 902:12 自動車部品－電子機器－耐久性試験方法 

JASO E 110:00 自動車用歯付きベルトの試験方法 

JASO E 121:02 自動車用 Vベルト－耐久試験方法 

JASO E 122:11 自動車部品－Vリブドベルト－試験方法・性能 

JASO F 125:04 自動車部品－戻り止めねじ部品の性能及び試験方法 

JASO F 409:06 自動車部品－ポリアミド（ナイロン）チューブ用管継手－性能要件 

JASO M 104:86 ブレーキチューブ試験方法 

JASO M 312:85 プラスチック成形部品の試験方法 

JASO M 322:86 ゴム部品の耐熱・低温試験方法 

JASO M 346 自動車用内装部品のｷｾﾉﾝｱｰｸﾗﾝﾌﾟによる促進耐光性試験方法 

JASO M 609:91 自動車用材料腐食試験方法 

JASO M 610:92 自動車部品外観腐食試験方法 

JASO M 611:92 自動車用マフラー内部腐食試験方法 

JASO M 902:11 自動車部品－内装材－揮発性有機化合物（VOC）拡散測定方法 

JFS( 日本鉄 JFS A 1001 自動車用熱間圧延鋼板及び鋼帯 
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鋼連盟規格) JFS A 2001 自動車用冷間圧延鋼板及び鋼帯 

JFS A 3011 自動車用合金化溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯 

FS A 3021 自動車用電気亜鉛めっき鋼板及び鋼帯 

JFS A 3031 自動車用電気亜鉛-鉄合金めっき鋼板及び鋼帯 

JFS A 3041 自動車用電気亜鉛-ニッケル合金めっき鋼板及び鋼帯 
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1. 基本的な考え方 

1.1  目的 

セルロースナノファイバー（以下、「CNF」という。）は、木材等のカーボンニュートラルな植物由来

の原料で、高い比表面積と空孔率を有していることから、軽量でありながら高い強度や弾性を持つ素

材として、様々な基盤素材への活用が期待され、精力的な開発が進められている。特に、高強度材料

（自動車部品、家電製品筐体）や高機能材料（住宅建材、内装材）への活用は、軽量化や高効率化な

どエネルギー消費を削減することから、地球温暖化対策への多大なる貢献が期待されている。 

また、これまで、国・民間で行われてきた技術開発の蓄積により、CNF は素材として実用段階に入

り、CNF の物性を活かした用途開発の取組が活発になりつつあるが、現時点で市場が未熟な CNF の普

及には、様々な実証モデル事業を実現させていくことが必要である。 

 その中で、環境省では、自動車製品に対して、セルロースナノファイバーへの適応並びに低炭素化

を推進しており、「平成 27 年度セルロースナノファイバー活用製品の性能評価事業委託業務」等の実

証モデル事業を実施している。 

 本ガイドラインは、上述したモデル事業等での、CNF 素材を適用した自動車用製品（CNF 部材）ごと

の温室効果ガス排出削減効果を、LCA 観点から定量的に、事業者自らが評価する際に活用できるよう、

作成したものである。 
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1.2 用語の解説 

本ガイドラインで使用する用語の解説を以下に示す。（五十音順）  
 

○一次データ 
   算定する事業者が自らの責任で収集するデータをいう。具体的には、自社で測定をしたデータ

や、他社への聞き取りを行って収集したデータ等を指す。 
 
○オリジナルプロセス 

   製造される CNF 部材が代替する化石燃料部材のライフサイクルのプロセスを示す。 
 
 ○温室効果ガス 
   太陽によって温められた地表から放射される熱を吸収し、地表付近を温める働きがあるガスを

指す。京都議定書の第二約束期間では、二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、N2O（一酸化二窒素）の

ほかハイドロフルオロカーボン（HFC）類、パープルオロカーボン（PFC）類、六フッ化硫黄（SF6）、

三フッ化窒素（NF3）が削減対象の温室効果ガスと定められている。 
 
 ○活動量データ 
   製品を製造する過程で入力（投入等）、または出力（排出等）される、物またはエネルギーの量

的データを指す。 
 
 ○カットオフ基準 
   LCA において、商品又はサービス全体の温室効果ガス排出量の算定結果に大きな影響を及ぼさな

いものとして、一定の基準以下のものは算定を行わなくてもよい取決めをいう。 
 
 ○機能単位 
   製品の機能を定量化するための基準単位。機能単位が比較の基準となるため、機能の種類・規

模を同一にするだけでなく、それらの量的な値も等しくする必要がある。 
    
○CNF（Cellulose Nanofiber） 
  木材等のカーボンニュートラルな植物由来の原料で、高い比表面積と空孔率を有していること

から、軽量でありながら高い強度や弾性を持つ素材。 
 
○CNF 素材 

   間伐材などの植物由来の原料から製造された CNF 単体及び CNF を用いた複合材を指す。 

 

○CNF 部材 

  CNF を用いて製造された自動車製品。 
 
 ○システム境界 
   製品システムと環境又は他の製品システムとの境界をいう。LCI 分析においては分析の対象範囲

を指す。 
  
○二次データ 

   算定を行う事業者が自ら収集することが困難で、共通データや文献データ、LCA の実施例から引

用するデータのみによって収集されるものをいう。 
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○配分（アロケーション） 
   複数種別の商品が混流するプロセスや、異なる部門が混在するサイト等において、全体の排出

量から個別商品の排出量を推計することをいう。 
 
○GWP（Global Warming Potential：地球温暖化係数） 

  温室効果ガスの温室効果をもたらす程度を、二酸化炭素の当該程度に対する比で示した係数を

いう。 

 

○LCA（Life Cycle Assessment：ライフサイクルアセスメント） 

   商品又はサービスの原料調達から廃棄・リサイクルに至るまでのライフサイクル全体を通して

の環境負荷を定量的に算定する手法。 

 

○LCI データベース 

   LCA 対象となる商品またはサービスに関して、投入される資源やエネルギー（インプット）、お

よび生産または排出される製品・排出物（アウトプット）のデータを収集・算出しデータベース

化したもの。 
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（参考）LCA（Life Cycle Assessment：ライフサイクルアセスメント）とは 

 LCA は一般的には、図 1に示すように、製品やサービスなどにかかわる、原料の調達から製造、流通、使

用、廃棄、リサイクルに至るライフサイクル全体を対象として、各段階の資源やエネルギーの投入量と様々

な排出物の量を定量的に把握し（インベントリ分析）、これらによる様々な環境影響や資源・エネルギーの

枯渇への影響などを客観的に可能な限り定量化し（影響評価）、これらの分析・評価に基づいて環境改善な

どに向けた意思決定を支援するための科学的・客観的な根拠を与え得る手法である。 

 国際標準化機構（ISO）では、ライフサイクル評価の実施事例の増加に伴い、その共通基盤を確立するこ

とが望ましいと判断し、評価手法の規格化を行っている。LCAの概念と ISO-LCA の枠組みを図 1に、LCA関

連の ISO規格を表 1に示す。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 LCA の概念と ISO-LCA の枠組み 

表 1 LCA 関連の ISO規格 

規格番号 表題 
ISO14040：2006 原則及び枠組み 
ISO14044：2006 要求事項及び指針 

 

資
源
発
掘 

材
料
加
工 

製
品
製
造 

流
通
・
販
売 

利
用
・
消
費 

廃
棄 

投入（資源、エネルギー） 排出（大気汚染物質、水質汚濁物質、固形廃棄物） 

環境負荷・影境（人体、生態系、自然環境への影響、資源枯渇） 

感度解析、意思決定のための勧告など 

輸送 輸送 輸送 輸送 輸送 

輸送 リサイクル 輸送 

製品ライフサイクル 

目的・調査範囲の設定 

ﾗｲﾌｻｲｸﾙｲﾝﾍﾞﾝﾄﾘ分析 

ﾗｲﾌｻｲｸﾙ影響評価 

ISO-LCA のフェーズ 

目的とする用途 

ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
解
釈 

報告書 

外部公表 

ｸﾘﾃｨｶﾙﾚﾋﾞｭｰ 

応用 

 ・製品開発 

 ・戦略的企画 

・公的政策立案 

・市場開発 
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1.3 対象とする製品  

本ガイドラインでは、 CNF 素材を適用した自動車製品（以後、CNF 部材）を対象とする。 

 

【解説・参考】 

・バンパーや、フェンダー等の自動車用製品を対象とする。 

・自動車製品ごとに、製品機能や耐用年数といった製品仕様を設定する必要がある。 

・環境省での実証モデル事業の対象製品ごとで算定することを想定している。 

 

1.4 LCA 実施主体 

LCA 実施者としては、以下を想定している。 

・CNF 部材の製造者・販売業者 

 

【解説・参考】 

・LCA の実施者は、LCA に関する知見を持っていること、並びに、LCA の観点から事業の評価ができる

ものであることが望ましい。 

 

1.5 システム境界の考え方 

セルロースナノファイバーを用いた自動車製品（CNF 部材）の LCA におけるシステム境界は、原材料

調達段階～廃棄（リサイクル）段階とする。 
 

【解説・参考】 
・システム境界にはリサイクル段階も含めるものとする。 
・CNF 素材の生産設備、CNF 部材の生産設備に関するプロセスについても、本ガイドラインでは考慮し

ている。 

・特に、CNF 素材の製造も含むモデル事業については、CNF 素材の製造の詳細データの収集が重要であ

る。 

・CNF を用いた自動車製品への LCA 適用におけるシステム境界を図 2に示す。 
・ただし、製造段階における自動車の組立工程（輸送も含む）については、把握が困難な領域であり、

またオリジナルプロセスと対象プロセスが同一である可能性も高いことから対象外とする。 
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図 2 CNF を用いた自動車製品の LCA 適用におけるシステム境界 

 
1.6 機能単位の設定 

セルロースナノファイバーを用いた自動車製品（CNF 部材）の LCA における機能単位は、以下とす

る。 

・使用段階：同一の車両条件での自動車 1 台に組み込んだ、1つの CNF 部材の 10 万 km/10 年の走行 

・その他：同一の車両条件での自動車 1台に組み込んだ、1つの CNF 部材 
  
【解説・参考】 
・LCA 実施者は、対象とするＣＮＦ部材の機能（性能特性）の仕様を明確にするとともに、その機能単

位を明確に定義し、計量可能なものとする必要がある。 
・本ガイドラインにおいては、使用段階については、自動車の走行時を想定している。 
・なお、リユース等で、該当の CNF 部材が複数回使用される場合は、機能単位が 1 つではなく、使用

回数により按分されていく。 

（例：CNF 部材を 1回リユース（つまり 2回使う）場合： 

・使用段階：同一の車両条件での自動車 1/2 台に組み込んだ、1つの CNF 部材の 10万 km/10 年の走行 

・その他：同一の車両条件での自動車 1/2 台に組み込んだ、1つの CNF 部材 
・機能単位に関して、ISO14040 では以下のように規定されている。 

 

 
 

 

 

廃棄（リサイクル）使用流通製造原材料調達

原材料調達

CNF部材の製造

CNF素材の輸送

CNF部材の輸送
CNF部材を導入し
た自動車の走行

CNF部材の解体・輸
送・中間処理・廃棄CNF素材の製造

システム境界

投入エネルギー
（電力・燃料）

投入エネルギー
（電力・燃料）

投入エネルギー
（燃料）

投入エネルギー
（燃料）

投入エネルギー
（電力・燃料）

リサイクル

CNF素材生産設備

CNF部材生産設備

マテリアルリサイクルに
よって再資源化された部材

分のLCA
輸送設備の製造分の

LCA

輸送設備の製造分の
LCA

生産設備の使用場所で設置工
事、土木工事における建設機

材の製造・廃棄

生産設備の資材製造
分のLCA

システム境界外

「LCA の調査範囲を設定する際には、製品の機能（性能特性）の仕様が明確に述べられなければなら

ない。」 

「機能単位は、この特定機能を定量化するもので、目的及び調査範囲に整合してなければならない。」 

「機能単位を導入する主目的の一つは入力及び出力のデータを正規化（数学的な意味で）する基準を

提供することである。したがって、機能単位は明確に定義され、定量可能でなければならない。」 
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1.7 LCA 実施フロー 

  

 

 

        図 3 CNF を用いた自動車製品の LCA における標準的な実施フロー 

 

 

1.8 比較対象とするオリジナルプロセスの設定に関する留意事項 
 比較対象とするオリジナルプロセスとして、対象プロセスと同一の機能を持つプロセスを採用し、

そのプロセスフローを明確化する必要がある。 
 
【解説・参考】 

・オリジナルプロセスの設定も実施フローに含むものとする。オリジナルプロセスは、同様の機能を

有し、市場に流通している部材を対象とするものとする。 

・例えば、オリジナルプロセスについては、サイドドアであれば、鉄等を使用したサイドドアが考え

られる。 
・システム境界は、前項で設定した対象プロセスのシステム境界に合致させなければならない。 
 
 

 本ガイドラインにおける標準的な実施フローを図 3 に示す。 



 

   8 
 

1.9 類似する基準等 
 国内で公表された LCA に関する、CNF に類似すると思われる基準を表 2に示す。 
 
【解説・参考】 

・国内で公表された LCA において、CNF に類似すると思われる基準には、環境省が公表する LCA ガイド

ラインや素材視点での個別事例がある。 

 

表 2 CNF に類似すると思われる基準等 
制度 算定方法 発行者等 概要 

 

LCA ガイドライン 

バイオ燃料の温室効果ガス

削減効果に関する LCA ガイ

ドライン 

 

環境省 

バイオ燃料を対象としたライフサイクル

における環境負荷データを算出。 

 

LCA ガイドライン 

バイオガス関連事業の LCA

に関する補足ガイドライン 

 

環境省 

バイオガスを対象としたライフサイクル

における環境負荷データを算出。 

 

LCA ガイドライン 

地中熱利用システムの温室

効果ガス排出削減効果に関

する LCA ガイドライン 

 

環境省 

地中熱利用を対象としたライフサイクル

における環境負荷データを算出。 

LCA 

(独自算定) 

炭素繊維協会 LCA モデル 炭素繊維協会 CFRP での自動車部品の代替効果を LCA で

把握 

LCA 

(独自算定) 

紙・板紙のライフサイクル

における CO2 排出量 

日本製紙連合会・

LCA 小委員会 

紙・板紙を対象としたライフサイクルに

おける環境負荷データを算出。 

 

CO2 排出削減貢献量

算定のガイドライン 

 

CO2 排出削減貢献量算定の

ガイドライン 

 

(一社)日本化学工

業協会 

 

評価対象製品と比較製品におけるライフ

サイクル全体の CO2 を算出し、その差分

を算出。 

(参考)カーボンフッ

トプリント制度(CFP

制度) 

｢紙製容器包装(中間財)｣

PCR･｢ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製容器包装｣

PCR 事業者のための GHG 排

出量算定ガイドライン 等 

 

(一社)日本印刷産

業連合会 等 

・CFP 制度は､サプライチェーン全体の CO2

削減量を把握。 

・CNF は､原材料が紙であり､また､紙とサ

プライチェーンが近い可能性もある。 

(参考)エコリーフ環

境ラベル 

エコリーフ環境ラベル (一社)産業環境管

理協会 

ライフサイクルにおける定量的製品環境

負荷データを開示。 

(参考)LCI JAPIA  LCI算出ガイドライ

ン 

(一社)日本自動車

部品工業会 

自動車等に用いられる部品のライフサイ

クルにおける環境負荷データを算出。 
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2. 算定事業モデルの設定とプロセスフローの明確化 
2.1 算定事業モデルの設定 

 LCA 実施者は、LCA に先立って対象とする CNF 部材を明確化するとともに、その算定事業モデルを設

定する。本ガイドラインでは、環境省の CNF 実証事業内での事業モデルを算定事業モデルとし適用す

る。 

 

【解説・参考】 

・環境省が実施する「平成 27年度セルロースナノファイバー活用製品の性能評価事業委託業務」等の

実証モデル事業内での、事業モデルで算定する。 

・ただし、原材料調達段階、製造段階における生産設備に関するプロセスについては、商用化時の生

産量での算定を想定する。 

 

2.2 プロセスフローの明確化 

LCA 実施者は、対象とする CNF 部材の製品プロセスについて、そのプロセスフローを明確化する。 

プロセスフローは、「CNF 部材の製造・販売事業者」の視点から、「原材料調達段階」、「製造段階」、「流

通段階」、「使用段階」、「廃棄（リサイクル）段階」の各段階を設定する。 
 

【解説・参考】 

・上述の全ての段階を境界内に含めることを基本とする。 
・CNF 部材等製造・販売に伴い、新たに温室効果ガス排出が生じる場合には、それについても可能な限

り考慮するものとする。 
・製品プロセスは ISO14040 では以下のように規定されており、それに準拠したプロセスフロー図を作

成する必要がある。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

・オリジナルプロセスについても、対象プロセスのシステム境界に合致した形でプロセスフロー図を

作成する必要がある。 
・CNF を用いた自動車製品の LCA 適用におけるプロセスフロー図を図 4に示す。 

「製品プロセスは、プロセスに細分化される。単位プロセスは、中間製品、最終製品及び／又は処理

される廃棄物の流れによって相互に連結され、他の製品システムに対しては、製品の流れによって、

また、システムの環境とは基本フローによって連結される。」 

「製品システムをその構成要素である単位プロセスに分割すると、製品システムの入力と出力の識別

が容易になる。多くの場合、入力の一部は出力製品の構成要素として使用される。しかし、単位プロ

セスの入力であっても出力製品の一部とならない入力もある（例えば補助入力）。単位プロセスは、そ

れが稼動した場合、他の出力（基本フロー及び／又は製品）をも産出する。」 
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図 4 CNF を用いた自動車製品の LCA 適用におけるプロセスフロー図 

 

3. 活動量データの収集・設定 

3.1 活動量データの収集・設定 
 LCA 実施者は、プロセスフロー図に記述した各プロセスに関して、プロセスごとのエネルギーや投入

物の消費量、廃棄物や環境（大気等）への排出物の排出量を明らかにする必要がある。 
 

3.1.1 原材料調達段階 

原材料調達段階における活動量データの収集には、例えば以下の 5プロセスが含まれる。 
（１）CNF 素材の原料の調達（バイオマスの原料調達を含む） 
（２）CNF 素材の製造 

（３）CNF 素材の輸送 

（４）CNF 素材の生産設備の資材製造・加工・組立・廃棄 

（５）CNF 素材の生産設備の資材輸送 
・生産設備資材の製造設備や、生産設備資材・原料の輸送設備（トラック、トレーラー、タンカー

など）等の製造時における温室効果ガス排出量は算定対象外とする。 

 

【解説・参考】 

・原料の調達、CNF 素材の輸送や生産設備の資材輸送における温室効果ガス排出量について、往復分

と片道分の別、については、事業の計画や実情を踏まえた上で判断する（空荷で戻ることが多い

場合には往復分を考慮する）。 

廃棄（リサイクル）使用流通製造

CNF素材
の原料調達

原材料調達

CNF素材の
製造

CNF素材の
生産設備

CNF素材の
輸送

CNF素材

生産設備の
資材輸送

CNF部材生

産設備の設
備資材製造

CNF素材の
加工・処理

CNF部材生

産設備の建
設資材輸送

CNF部材の
輸送

CNF部材の
解体

CNF部材を導

入した自動車
の走行

廃棄物の中間
処理・廃棄

解体後の廃
棄物輸送

CNF素材

の生産設備
の資材製造

リサイクル

自動車
１台

CNF
部材

算定対
象範囲

外

マテリアルリサイクルに
よって再資源化された部材

分のLCA
輸送設備の製造分のLCA

輸送設備
の製造分
のLCA

生産設備の使用場所で設置工
事、土木工事における建設機

材の製造・廃棄

CNF素材生

産設備の加
工・組立

CNF素材

生産設備の
解体

CNF部材生

産設備の加
工・組立

CNF部材生

産設備の解
体

CNF部材
の製造

解体後の廃
棄物輸送

廃棄物の中
間処理・廃

棄

解体後の廃
棄物輸送

廃棄物の中
間処理・廃棄

CNF部材の
生産設備

設備

CO2

重量にて
割り戻し

生産量に
て割り戻し

生産設備の資材製造分の
LCA

重量にて割
り戻した

CNF部材
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3.1.2 製造段階 

製造段階における活動量データの収集には、例えば以下の 10 プロセスが含まれる。 
（１）原料の加工・処理（貯蔵、中間処理に要した化石燃料等の投入を含む） 
（２）CNF 部材の製造 

（３）CNF 部材の生産設備の建設資材製造（生産設備の使用場所における設置工事・土木工事等が発

生する場合） 

（４）CNF 部材の生産設備の建設資機材輸送（生産設備の使用場所における設置工事・土木工事等が

発生する場合） 

（５）CNF 部材の生産設備の加工・組立（生産設備の加工・組立が工場等で行われる場合） 

（６）CNF 部材の生産設備の輸送（生産設備の工場等から生産設備の使用場所までの輸送が存在する

場合） 

（７）CNF 部材の生産設備の建設（生産設備の使用場所における設置工事・土木工事等が発生する場

合） 

（８）CNF 部材の生産設備の解体 

（９）上記（１）～（８）に伴う廃棄物輸送 

（１０）上記（１）～（８）に伴う廃棄物中間処理 
 

・CNF 部材製造段階のフローとして、生産設備の加工・組立・解体は対象とする。但し、商用化時の

生産量を想定する。 

・CNF 部材生産設備の使用場所で設置工事・土木工事等が発生する場合、建設機材の製造・廃棄に関

する温室効果ガス排出量は考慮しなくてもよい。 
  
【解説・参考】 
・既存の生産設備を改良して CNF 部材の生産設備とした場合も、本ガイドラインの算定範囲に含まれ

るものとする。 
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3.1.3 流通段階 

 流通段階における活動量データの収集には、例えば以下のプロセスが含まれる。 
・生産した CNF 部材の輸送 

 

【解説・参考】 

・CNF 素材の原料の調達、CNF 素材の輸送や設備資材輸送における温室効果ガス排出量について、往復

分と片道分の別、については、事業の計画や実情を踏まえた上で判断する（空荷で戻ることが多い

場合には往復分を考慮する）。 

・輸送設備（トラック、トレーラー、タンカーなど）等の製造時における温室効果ガス排出量は算定

対象以外とする。 

 

3.1.4 使用段階 

使用段階における活動量データの収集には、例えば以下のプロセスが含まれる。 
・CNF 部材を導入した自動車の走行 

 

また、使用段階においては、CNF 部材の重量に対して燃費法を用いて CO2 排出量を算定する。 

 

【解説・参考】 

CNF 部材が走行していると見なし、CNF 部材の重量に対して燃費法の燃費を算定、その後 CO2 排出量

を算定する。 

また、燃費及び輸送距離のデータについては、実測が可能であればこれを採用し、不可能であれば

以下の数式を参考にして算出することができる。なお、以下の算定式は算定における一例であり、そ

の他十分な根拠をもって算定が可能である場合はこれを妨げない。 

 

 ・使用段階における CNF 部材を導入した自動車の燃費値（km/L）＝  

-0.0122×CNF 部材を導入した自動車 1台の重量（kg）＋ 31.852 

（出典：国土交通省『自動車燃費一覧（平成 27年 3 月）』より算定） 

 

燃費法における算定を用いる場合は以下の算定式を用いること。 

・CNF 部材単位での、CO2 排出量（t-CO2） 

＝ CNF 部材を導入した自動車の使用段階での総 CO2 排出量（t-CO2） 

  ×（CNF 部材の重量（kg）÷ CNF 部材を導入した自動車 1台の重量（kg）） 

 

・総 CO2 排出量(t-CO2) 

＝ 燃料使用量(kl) × 単位発熱量（GJ/kl）× 排出係数（t-C/GJ）× 44/12 

 

・燃料使用量は以下の算定式にて算出する。 

燃料使用量(kl) 

＝ 輸送距離(km) ÷ 燃費（km/l）× 1/1,000 
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3.1.5 廃棄（リサイクル）段階 

廃棄段階における活動量データの収集には、例えば以下のようなプロセスが含まれる。 
・CNF 部材の解体・輸送・中間処理・廃棄 
・CNF 部材のリサイクル 
・CNF 部材のリユース 
 

【解説・参考】 

・CNF は材料再利用のマテリアルリサイクル、熱利用のサーマルリサイクルが行われている。前者は製

品を原料として再利用することで化石燃料消費を代替するもの、後者は使用済み部材を熱源として

再利用することで化石燃料消費の代替するものであり、それぞれのリサイクルによって温室効果ガ

ス排出量が削減されると考えることができる。これらを行う場合、システム拡張をするのではなく、

以下のように算定した当該 CO2 排出量を差し引いてもよいものとする。 

 

・マテリアルリサイクルの場合、単一素材化が基本的な条件となり、そのために異物除去などの工程

が新たに生じる。また、マテリアルリサイクルは、元の用途の樹脂原料として再生利用される「ク

ローズドループリサイクル」と、他の用途の樹脂原料として再生利用される「カスケードリサイク

ル」がある。削減効果の算定にあたっては、この工程や使用する設備について明らかにし、代替さ

れる化石燃料の妥当性を確認しなければならない（ただし、マテリアルリサイクルによって再資源

化された部材分の LCA は考慮しないこととする）。 

 

・マテリアルリサイクルの算定式例 

マテリアルリサイクルにおける温室効果ガス排出量(t-CO2) 

＝ 廃棄部材のマテリアルリサイクル量(t)  

× 廃棄部材をマテリアルリサイクルした場合の温室効果ガス排出量(t-CO2/t) 

  

・サーマルリサイクルの算定式例 

主な熱利用先を特定し、代替される化石燃料の妥当性を確認後、削減効果を算定しなければならない。 

 

サーマルリサイクルにおける温室効果ガス排出量(t-CO2) 

＝ 使用済み CNF 部材の輸送における温室効果ガス排出量(t-CO2) 

＋ 使用済み CNF 部材１単位当たりの燃焼時の温室効果ガス排出量(t-CO2) 

－ 使用済み CNF 部材の熱利用における温室効果ガス排出削減量(t-CO2) 

 

・CNF 部材のリユース時については、機能単位をリユース回数で按分することとしている。その際リユ

ース時に排出される温室効果ガス排出量(t-CO2)についても算定する。 

温室効果ガス排出量(t-CO2) ＝ リユース部材のリユース量(t)  

× リユース部材をリユースした場合の温室効果ガス排出量(t-CO2/t) 
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3.2 収集データの精度 

一次データの使用を基本とする。ライフサイクル全体に対する寄与度が低いプロセスや、LCA 実施者

が一次データを入手することが困難な場合については、二次データの利用も認める。二次データの選

択の際、優先順位は①公共機関データ、②業界データ、③文献データ、④産業連関表ベースデータと

する。 

 

【解説・参考】 

・LCA 実施者は、収集するデータの精度を高めるように配慮しなければならない。特に温室効果ガス排

出量に大きな影響を与えるプロセスについては、高い精度でデータを収集するよう留意する必要が

ある。 
・収集すべき活動量データの単位（重量、価格等）は、入手可能な原単位データの単位にも影響され

る。最終的な活動量データ、原単位データの選定に当たっては、双方のデータの精度を高めるよう

に配慮しなければならない。 

 

3.3 カットオフ基準の考え方 

本ガイドラインでは、以下の基準を目安としてカットオフを行う。 

 

・原材料調達コストの 5%程度未満であること、または、当該プロセスや投入物が起因する温室効果ガ

ス排出量が温室効果ガス総排出量に対して 5%程度未満であること 

 

【解説・参考】 

・カットオフ基準について ISO14040 等に明確な基準はなく、製品製造分野では製品の質量に相当する

5%程度が一般的である。 
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4. 温室効果ガス排出原単位データの収集・設定  

4.1 地球温暖化対策法に基づく排出係数の利用  

・化石燃料の燃焼に伴う発熱量と二酸化炭素排出係数は地球温暖化対策の推進に関する法律施行令第

３条において示されている数値を用いるものとする。 
・電力の原単位データについては、代替値である 0.000551（t-CO2/kWh）を用いることとする。 
 
【解説・参考】 

・本ガイドラインは、CNF 部材の適用による LCA での CO2 削減量を定量化することを目的とすることか

ら、地域による電力の排出係数の差異が、CO2 削減量に影響を及ぼすのは望ましくない。よって、代

替値である 0.000551（t-CO2/kWh）を用いることとする。なお、排出係数は毎年度更新されるので、

最新のデータ（URL；http://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc/denki）を用いることが望ましい。 
 

4.2 LCI（ライフサイクルインベントリ）データベースの利用 

投入物の排出原単位に関して、どのデータベースを使用するかによって LCA の結果が変わるため、

排出原単位設定の優先順位を規定する。投入物の排出原単位に関するデータベース利用の優先順位は

以下の通りとする。 

   レベル１：事業者自らが実際のデータを調査して使用 

   レベル２：業界団体等で用いられている標準値を使用 

   レベル３：積み上げ法に基づく LCI データベースの参照値を使用 

   レベル４：産業連関法に基づく参照値を使用 

 

  

【解説・参考】 

・参考として表 3にまとめた積み上げ法、産業連関表の特徴に記載の通り、データベースによっては

分類が難しいもの、公表されてから年数が経っているもの等がある。よってプロセスや投入物等に

おける CO2 排出量の算定に用いるべきデータのレベルについては、参照先を十分に考慮すること。 
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表 3 LCI データベース（積み上げ法、産業連関法）の特徴 

手法 積み上げ法 産業連関法 

概要 

対象となる製品のライフサイクル

のプロセスごとの環境負荷項目を

調査し、定量的に分析して積み上げ

ていくことで算出する手法。欧米で

は積み上げ法によるデータ作成が

主流となっている。 

産業連関表を活用して製品やそれを構成する部品・原料等

による環境負荷を理論的に算出する手法。産業関連表とは、

一国の産業・商品を部門ごとに分類し、部門間での 1年間

でのサービスの流れ、投入量、産出量の関係を金額ベース

で一覧表にまとめたものである。産業連関法を用いること

で、対象となる製品に関する投入量を間接的なものも含め

理論的には全て遡って算出することが可能となる。 

利点 
・インベントリデータの作成根拠が

明確 
 

・評価対象範囲の拡大が図れる 

・データの客観性が高い 

・整合性の高い評価が可能 

課題 

・プロセス調査に限界があり、全プ

ロセスを網羅するのは困難（プロ

セスの関連をどこで打ち切るかに

ついて差異が生じる結果、打切り

誤差が含まれる） 
・実施機関により異なるデータとな

り作成手法の信頼性・透明性の担

保が必要 

・産業連関表の分類が 400～500 程度であり個々の製品の分

析ができない 

・金額ベースで算出するため、個々の物質量に基づく厳密

解ではない 

・製造プロセスが不明なためプロセス分析を行うことがで

きない 

・産業連関表が国レベルで整備されているため、輸出入を

含む場合の取り扱いが困難 

 

また、レベル 3およびレベル 4における LCI データベースとしては、下記の表 4に示すデータベー

スなどが挙げられる。 

 

表 4 活用可能な LCI データベースの例 

 

 

 

 

 

なお、各々の LCI データベースの概要を表 5 に示す。使用する LCI データベースによってはデータ

が古いものもあるため、LCA 実施者はそれらの状況に配慮し最新のデータを活用することが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

レベル 3 

(積み上げ法に基づく参照値) 

レベル 4 

(産業連関法に基づく参照値) 

LCA 日本フォーラム 

IDEA（MiLCA） 

3EID（最新は 2005 年表） 

Easy LCA 
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表 5 活用可能な各種 LCI データベースの概要 

名称 開発者 データベースの概要 備考 
LCA 日本フ

ォーラム 

52 工業会

（産業環境

管理協会で

管理） 

52 工業会から自主的に提供された「Gate to Gate」のインベ

ントリデータ 約 250 品目、LCA プロジェクトで収集した調査

イ ン ベ ン ト リ デ ー タ 約 300 品 目 、 環 境 排 出 物 質

14(CO2,CH4,HFC,PFC,N2O,SF6,NOx,SOx,BOD,COD,煤塵,全リン,

全窒素,懸濁物質）を収録している。 

会員のみ閲覧

可能 

3EID 国立環境研

究所 
「産業連関表」を用いて算出した“環境負荷原単位”を収録

したデータブック。部門別の燃料消費量や排出係数などの算

定に要した種々のデータを含めて公開しているため，算定の

根拠となる諸数値を確認できるだけでなく，ハイブリッド LCA

など利用者が産業連関表を独自に拡張した分析を行う場合に

も利用可能。 

無償 

Easy LCA 東芝 製品の設計時に製品の環境影響を定量評価し、科学的に分

析・改善に結び付けていくライフサイクルアセスメント 

(LCA)を効率的に実施する支援ツール。機能として、①製品の

ユニット別、部品別に環境負荷量を定量評価、②旧製品と新

製品の比較機能、③CO2・NOx・SOx をはじめ、30 種類のイン

ベントリ評価、④インパクト評価がある。 

有償 

IDEA

（MiLCA） 

産業環境管

理協会 
JEMAI-LCA-Pro の後継として 2010 年に開発された。積み上げ

法に基づき 3000 以上のプロセスデータを標準搭載。プロセス

データ管理、統合評価手法として日本版被害算定型影響評価

手法（LIME2）を含むケーススタディ実施、ISO14040(2006), 

ISO14044(2006)に準拠した報告書の作成支援機能などを持

つ。 

プロセスデータが豊富な分、精度にばらつきがあり、当面は

頻繁な改訂が見込まれる。 

有償 
（トライアル

版あり（有効期

限 3カ月）） 
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5 温室効果ガス排出量の評価 

5.1 温室効果ガス排出量の算定・評価方法 

・温室効果ガス排出量は、下式により算定する。 

温室効果ガス排出量 = Σ{GWP ×（活動量 × 排出原単位）}  

 

・GWP※（地球温暖化係数）は、IPCC 第 5 次報告書に記載された 100 年係数（表 6 参照）を使用し、算

定対象とする温室効果ガスを 7種類のガス（二酸化炭素 [CO2]、メタン [CH4]、一酸化二窒素 [N2O]、

ハイドロフルオロカーボン [HFC]類、パーフルオロカーボン [PFC]類、六フッ化硫黄 [SF6]、三フッ

化窒素[NF3]）とする。 
 

【解説・参考】 

・排出原単位として、産業連関表を用いる場合などでは、必ずしもメタンガスや一酸化二窒素の排出

量が入手できない場合もある。これらについては、別途データを準備することが適当と考えられる

が、概略検討の結果、二酸化炭素排出量に比べて明らかに小さく、前述のカットオフ基準に該当す

る場合には、カットオフすることとしてもよい。 

 

・温室効果ガス排出削減効果は、以下のいずれかの方法により算定する。 
 （１）排出削減量＝オリジナルプロセスの排出量－対象プロセスの排出量 
 （２）排出削減率＝（オリジナルプロセスの排出量－対象プロセスの排出量）÷ オリジナルプロセ

スの排出量 

※GWP（Global Warming Potential 地球温暖化係数）：温室効果ガスの温室効果をもたらす程度を、二酸化

炭素の当該程度に対する比で示した係数 
※本ガイドラインでは、機能単位を 10 万 km/10 年としていることから、単年度での排出削減量は 1/10 で割

り戻す必要がある。 
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表 6 地球温暖化に関する特性化係数（GWP） 

温室効果ガス 

第 2次報告書 

地球温暖化係数(GWP) 

SAR 

(100 年係数) 

AR4 

(100 年係数) 

AR5 

(100 年係数) 

二酸化炭素（CO2） 1 1 1 

メタン（CH4） 21 25 28 

亜酸化窒素（N2O） 310 298 265 

HFC 

HFC-23 11,700 14,800 12,400 

HFC-32 650 675 677 

HFC-41 150 92 116 

HFC-125 2,800 3,500 3,170 

HFC-134 1,000 1,100 1,120 

HFC-134a 1,300 1,430 1,300 

HFC-143 300 353 328 

HFC-143a 3,800 4,470 4,800 

HFC-152  53 16 

HFC-152a 140 124 138 

HFC-161  12 4 

HFC-227ea 2,900 3,220 3,350 

HFC-236cb  1,340 1,210 

HFC-236ea  1,370 1,330 

HFC-236fa 6,300 9,810 8,060 

HFC-245ca 560 693 716 

HFC-245fa  1,030 858 

HFC-365mfc  794 804 

HFC-43-10mee 1,300 1,640 1,650 

NF3、SF6、PFC 

三フッ化窒素(NF3)  17,200 16,100 

六フッ化硫黄(SF6) 23,900 22,800 23,500 

PFC-14 6,500 7,390 6,630 

PFC-116 9,200 12,200 11,100 

PFC-218 7,000 8,830 8,900 

PFC-318 8,700 10,300 9,540 

PFC-31-10 7,000 8,860 9,200 

PFC-41-12 7,500 9,160 8,550 

PFC-51-14 7,400 9,300 7,910 

PFC-91-18  7,500 7,190 

 

出典：SAR：IPCC 第 2 次報告書、AR4：IPCC 第 4次報告書、AR5：IPCC 第 5 次報告書 
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5.2 配分の方法 

・プロセスの細分化やシステム境界の拡張を図ることにより、配分を回避することを原則とする。配

分はどうしても回避できないプロセスについてのみ行うものとする。 

・配分がどうしても回避できない場合は、以下の優先順位に基づいて配分を行う。 

（１）物理的パラメータ（質量、発熱量など）による配分 
（２）製品及び機能間のその他の関係を反映する方法（例：経済価値）による配分 
 

 

5.3 感度分析の実施 

・LCA 実施者は、LCA で採用した活動量データや原単位データをある範囲で変動させたり、配分手法等

を変更したりすることにより、温室効果ガス排出量の算定結果にどの程度の影響を及ぼすか、それ

が許容範囲であるかどうかを検討し、算定結果の信頼性を評価するために、感度分析を実施するこ

とが望ましい。 
 

 

6. 本ガイドラインにおけるレビュー 

6.1 本ガイドラインにおけるレビュー 

・LCA 実施者は、自らの所属団体で内部レビューを実施する。レビュー実施者は、算定結果の適切性、

妥当性等を評価する。 
・レビューはデータの選択や結果等が LCA 実施主体にとって過度に有利でないか確認し、LCA の結果を

客観的に評価し信頼性を高める手続きとして位置づけられる。なお、ここでいうレビューとは、

ISO14040 への準拠を確認するものではなく、本ガイドラインの算定基準との整合性を取ることを目

的とする。 

 

【解説・参考】 

・ISO14040 では、本ガイドラインにおける「対象プロセス」と「オリジナルプロセス」のように、異

なる製品間の比較主張を行う場合、利害関係者によるレビューを実施しなければならないこととさ

れているが、本ガイドラインでは「事業者にとっての作業負担」を考慮し、内部レビューでよいこ

ととした。ただし、算定結果の適切性や妥当性等に疑義がある場合や、内部レビューのみでは不十

分と考えられる場合には、外部レビューを行うことが望ましい。 
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このリーフレットを印刷する際の電力使用に伴い発生するCO2を、 
温室効果ガスの排出削減・吸収量（J-クレジット制度、J-VER制度等） 
によりカーボン・オフセットしています。 

自治体、メーカー、研究機関の連携のもと、地球温暖化対策につながる用途について、サプライ
チェーンを含めた地域における低炭素なCNF用途開発にむけた事業計画づくりを実施しています。 

【実施事業】 

地球温暖化対策につながり、エネルギー起源CO2削減が期待できる自動車軽量化に重点を置き、
CNFの特性を活かした用途（部材や部品）の性能評価や活用時のCO2削減効果の検証を 
実施しています。 

【実施事業】 

将来的なCNF活用製品の普及にむけて、CNF複合樹脂製品の製品製造工程についてCO2排出量を
評価するとともに、CO2削減対策を立案し、低炭素なCNF活用製品製造工程の検証を実施していま
す。 

【実施事業】 

環境省のCNF関連事業 

平成27年度CNF活用製品の性能評価事業委託業務 

素材に立ち返る 
 

地球温暖化対策 
× 

植物由来 
 セルロースナノファイバー（CNF） 

 

発行 環境省 地球環境局地球温暖化対策課 
 〒100-8975 東京都千代田区霞が関1-2-2 
 TEL :03-3581-3351（代）
 http://www.env.go.jp/ 

制作 デロイト トーマツ コンサルティング合同会社 
 パブリックセクター 
 TEL:03-4334-8930 
 
 株式会社エックス都市研究所 
 サスティナビリティ・デザイン事業本部 
 TEL:03-5956-7518 

素材に立ち返る（2016年３月発行） 

環境省では、様々な製品の基盤となる“素材”にまで立ち返り、地球温暖化対策への
多大なる貢献が期待できる次世代素材CNFについて、大学やメーカー、自治体等と
連携し、製品等活用時の削減効果検証、製造プロセスの低炭素化の検証、リサイク
ル時の課題・解決策検討、早期社会実装を推進しています。 

平成27年度地域における低炭素なCNF用途開発FS委託業務 

平成27年度CNF製品製造工程の低炭素化対策の立案事業委託業務 

代表事業者 事業内容 

1. 国立大学法人静岡大学 
静岡県内産業を利用し｢原料調達､製品製造､製品使用､廃棄｣の一貫した事業性
のある地域モデルを構築 

2. 公益財団法人 
三重県産業支援センター 

地域資源から特徴のある物性を有するCNFの製造、活用を検討、地域モデル
としての妥当性を検証 
CNFのサプライチェーン、地域内企業連携の可能性について検討 

3. 岡山県 
自動車部材への適用を提案し､CNF製造から部品製造までの工程を本県内産
業で一貫して行う地域モデルを構築 

代表事業者 検討対象部位 

1. トクラス株式会社  主にインパネ周辺の内装材 

2. トヨタ車体株式会社  自動車用金属部品 

3. 国立大学法人九州大学大学院 
農学研究院 

ドアパネルの内側や天井パネルとなる内装材 

4. 第一工業製薬株式会社 自動車用バッテリー 

代表事業者 事業内容 

1. パナソニック株式会社  プラスチック製品の製造工程について検討 

2. 国立大学法人愛媛大学 
紙産業イノベーションセンター 

透明樹脂製品の製造工程について検討 

3. 大王製紙株式会社  ゴム製品の製造工程について検討 

環境省では地球温暖化対策に資する分野への具体的な展開を目指しCNFの普及促進に努めています。 

http://www.google.co.jp/imgres?q=%E7%92%B0%E5%A2%83%E7%9C%81%E3%80%80%E3%83%AD%E3%82%B4&num=10&hl=ja&biw=1525&bih=623&tbm=isch&tbnid=Wur0DIGFc3VdFM:&imgrefurl=http://ameblo.jp/tamas-factory/entry-10090646767.html&docid=QZmGO26IIZ6JtM&imgurl=http://stat001.ameba.jp/user_images/fe/9d/10060352107.jpg&w=398&h=138&ei=1JwHUIvVA-HomAX1krG2Aw&zoom=1&iact=hc&vpx=250&vpy=219&dur=358&hovh=110&hovw=318&tx=199&ty=75&sig=100323712705046131291&page=1&tbnh=52&tbnw=151&start=0&ndsp=24&ved=1t:429,r:1,s:0,i:75


環境政策における位置づけ 
環境省「CNF等の次世代素材活用推進事業」 

（平成28年度予算額 33億円） 

関係省庁 主な役割分担 

農林水産省 農林業や食品産業からの国産セルロース原料の供給 

文部科学省 CNFに関する基礎研究 

経済産業省 CNFの製造（技術の研究開発等） 

環境省 
地球温暖化対策に資する分野への 
具体的な展開 

ガソリンリーンバーンエンジン 
アイドリングストップ装置 
ハイブリッド自動車 
ガソリン直噴エンジン 

可変バルブタイミング 
自動無段変速機（CVT） 
コモンレール式燃料噴射装置 

従来型手法による燃費向上分 

ナノセルロース推進関係省庁連絡会議創設・開催 

国家戦略・産学官の動き 

「日本再興戦略」改訂2015 

林業の成長産業化、CNFの国際標準化に向けた研究開発を進めつつマテリアル利用への取り組みを
推進することを明記しています。 

上流 

下流 

実施期間：平成27年度～32年度 
委託対象：民間団体等 

植物由来の次世代素材 セルロースナノファイバー（CNF） 

バイオマス原料 
（木材等） 

樹脂と 
CNFを複合 

植物を 
ナノファイバーへ加工 

エネルギー効率の改善によるCO2削減 
自動車部材、発電機、家電製品等の軽量化により燃費・効率 
が改善し、地球温暖化対策への多大な貢献が期待 
できます。 

使用済みCNFの利用検討 
普及した場合、リサイクル時（自動車・家電等）の技術的課題
の検討が必要です。 

循環型社会の実現 
森林資源の活用による循環型社会の実現への貢献が期待 
できます。 

「ナノセルロースフォーラム」設置 

関連省庁・自治体・大学・研究機関・企業からな
る、CNFの研究開発、事業化、標準化を加速す
るための、オールジャパン体制での産学官コン
ソーシアムを設立しています。 

CNFに関係する政策連携のため、農林水産省（林野庁）、文部科学省、経済産業省、環境省からなる
「ナノセルロース推進関係省庁連絡会議」を創設し、定期的に会合を開催しています。 

透明材料 
（電子・光学製品など） 

高強度材料 
（車・家電製品外装など） 

特殊機能材料 
（フィルターなど） 

研究開発が進められている分野 

鋼鉄の5倍の強度、5分の1の軽さ 
低線膨張（石英ガラス並） 
可視光の波長より微細 
高リサイクル性 
再生可能資源 
植物由来でカーボンニュートラル 

CNFの特徴 

高機能材料 
（建材・内装材など） 

CNF活用製品の性能評価モデル事業 

国内事業規模が大きく、CO2削減ポテンシャルの
大きい自動車・家電分野等においてメーカーと
連携し、CNF複合樹脂等の用途開発を実施すると
ともに、製品活用時のCO2削減効果の評価・実証
します。 

*写真提供：ナノセルロースフォーラム 

環境省の取り組み 

セルロースナノファイバー（CNF）* 

ＣNF製品製造工程の低炭素化対策の 
実証事業 

CNF樹脂複合材を製造する段階でのCO2排出量
を評価し、その削減対策を実証します。CNF樹脂 
複合材を部材・製品へと成形する段階でのC02 
排出量を評価し、その削減対策を実証します。 

日本の先端技術を用いて、国際競争力の向上 
日本の森林を使って林業の成長産業化 

CNF活用による付加価値 

CNFの特徴をいかして、走行時の利便性・ 
快適性を向上可能 

新しい自動車設計思想の誘発が可能 

自動車用途CNFの利点 

CNF製品のライフサイクルでみたCO2削減効果林業の
せいちょう 

様々な資源から作られたCNFが 
様々な用途・場所で活用され 
低炭素で循環型な社会の実現 

CNFの原材料 
国内木材・間伐材 
古紙・パルプ 
農業廃棄物 

持続可能な国内の資源から、植物由来でカーボン 
ニュートラルな工業原料になるCNFを供給 
※CNFのライフサイクルを通じた 
CO2排出量を評価検証 

CNF製品が様々な場面で 
利用されることで、エネルギー
起源CO2排出量を削減 

CNF補強プラスチックで車を軽量化し、燃費向上 
高機能CNF建材の断熱効果で省エネ住宅 
※CNF活用製品の性能評価事業を実施中 

何度も再生利用される紙と 
同様にCNFはリサイクル性に優れた材料 
 石油製品やガラス繊維と比べ再生利用可能 
 植物由来で環境負荷が小さい 
 ※CNFのリサイクル性を評価検証 

高強度で軽量というCNFの特性を生かし、様々な製品を製造 
※CNF製造工程の低炭素化事業を実施中 

CNFが普及した未来の社会 

*1：ガソリン乗用車の10･15モード燃費平均値：国土交通省 
*2：環境省自動車環境対策課で使用している乗用車のJC08モード燃費 

*3：耐熱性等のクリティカルな問題が生じている部材については軽量化対象外として軽量効果を試算 
*4：専門家によるWGにて可能性を検証 

樹脂代替による軽量化*3 

金属代替による軽量化*3 

設計の自由度向上による軽量化 

形状の自由度向上に伴う空気抵抗改善等 

15%～20%程度の軽量化が見込まれ 
7%以上の燃費改善*4 

3%以上の燃費改善*4 

CNFによる燃費向上分 

図：自動車の燃費改善イメージ 

◆CNFによる自動車の燃費改善◆ 

事業スキーム 

主要な事業 

2012年 2030年 

燃費*1 

12.3km/L 

2020年 2015年 1993年 

燃費*2 

17.7km/L 
燃費*2 

20.0km/L 

10%以上の 
燃費改善 

CNFによる 
燃費向上分 

従来型手法
による 

燃費向上分 

燃費*2 

15.9km/L 


